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減税特例公債の発行についての報告
平成 6年10月14日

大蔵大臣　武村　正義　殿

財政制度審議会会長代理　長岡　實

　財政制度審議会は、減税特例公債の発行に
ついて審議を行ってきたところであるが、こ
のたび、結論を得たので、これを報告する。

財政制度審議会企画・法制部会委員 
及び特別委員名簿

（企画部会）
部会長 鈴木　永二 三菱化学㈱相談役
委　員 飯田　経夫 国際日本文化研究セ

ンター教授
 石　　弘光 一橋大学教授
 川勝　堅二 ㈱三和銀行相談役
 高原　須美子 経済評論家
 竹内　道雄 ㈶資本市場研究会理

事長
 玉置　和宏 ㈱毎日新聞社論説委

員
 長岡　　實 東証正会員協会顧問
 藤井　直樹 ㈱サンシャインシティ

代表取締役社長
 堀川　健次郎 ㈱日本経済新聞社大

阪本社編集局長
 正村　公宏 専修大学教授
 三田　勝茂 ㈱日立製作所代表取

締役会長
 吉本　　宏 日本銀行副総裁
特　別 伊部　恭之助 ㈱住友銀行相談役最
委　員  高顧問
 河合　良一 ㈱小松製作所代表取

締役会長
 河野　一之 ㈱さくら銀行相談役
 館　龍一郎 青山学院大学教授

 山本　正淑 日本赤十字社社長
 渡辺　恒雄 ㈱読売新聞社代表取

締役社長・主筆
（法制部会）
部会長 竹内　道雄 ㈶資本市場研究会理

事長
委　員 高原　須美子 経済評論家
 長岡　　實 東証正会員協会顧問
 堀川　健次郎 ㈱日本経済新聞社大

阪本社編集局長
 吉本　　宏 日本銀行副総裁
特　別
委　員 芦部　信喜 学習院大学教授

 荒井　　勇 ㈶日本証券経済研究
所顧問

 金子　　宏 横浜国立大学教授
 河野　一之 ㈱さくら銀行相談役
 阪田　雅裕 内閣法制局第三部長
 末廣　義一 日本電算企画㈱取締

役会長
 中島　孝夫 会計検査院第五局長
 兵藤　廣治 放送大学学園理事
 渡辺　恒雄 ㈱読売新聞社代表取

締役社長・主筆
　上記委員のうち、鈴木永二企画部会長は、
平成 6年10月11日逝去された。

減税特例公債の発行についての報告

1 ．政府は、今般、活力ある福祉社会の実現
を目指す視点に立ち、社会の構成員が広く
負担を分かち合い、かつ、歳出面の諸措置
の安定的な維持に資するような税体系を構
築する観点から、個人所得課税の負担軽減
を行うとともに、消費課税の充実を図ると
の税制改正案をとりまとめたが、その実施
に際しては、当面の経済状況に配慮し、所
得税減税を先行するとともに、平成 7年分
の所得税について、定率による特別減税を
実施することとしているところである。



2 ．既に講じられた相続税減税も含め、今回
の税制改革の実施に際しての減税先行は、
税制改革の完結までの間の数年度にわたり
相当規模の財源不足を生ぜしめることにな
るが、現下の極めて厳しい財政事情にかん
がみれば、その財源手当については、公債
を発行せざるを得ないものと考える。
  この公債については、その発行は税制改
革の完結後は解消される一時的なものであ
ること、償還財源が確保されていること等
から、歯止めのない特例公債とは異なるも
のと性格づけることができると考えられる。
3．この公債は、発行対象が減税先行に係る
部分に限られ、また、前述の通り、その発
行は税制改革の完結後は解消されるもので、
償還財源も確保されていることから、税制
改革と表裏一体であり、したがって、税制
改革が完結するまでの間の複数年度につい
て発行の授権を得ることとすべきである。
4．また、これは、当面の経済状況等に配慮
した減税先行による税収減を補うもので、
後世代に負担を残さないようにすることが
必要であり、できるだけ早期に償還すべき
である。その償還に関しては、平成 6年分
所得税の特別減税の実施等のための公債も
含め、通常の公債の償還期間である60年の
3分の 1である20年で償還するべく、所要
の財源措置が講ぜられたところである。消
費税率の引上げを必要最小限のものに止め
つつ、個人所得課税の負担軽減等を行う一
方で、社会福祉等の財源も捻出する必要が
あるといった諸事情を総合的に勘案すれば、
20年で償還するということもやむを得ない
ものと考える。

（出所 ）「減税特例公債の発行についての報告　
平成 6 年10月14日　財政制度審議会」
（財務省図書館所蔵）。

8-140　 歳出の削減合理化の方策に関する報
告

歳出の削減合理化の方策に関する報告
平成 6年12月16日

大蔵大臣　武村　正義　殿

財政制度審議会会長　豊田　章一郎

　財政制度審議会は、本年 9月の総会におい
て、歳出の在り方及び削減合理化等に関する
諸問題につき、歳出の削減合理化等に関する
特別部会に審議を付託した。同部会は、審議
の開始に当たり、各歳出分野の有する問題点
のうち特に重要と考えられる点を主要検討項
目として提示し、それに沿って活発な審議を
行った。これを踏まえ、同部会は総会に報告
を提出し、同報告は総会において了承され、
ここに当審議会として報告する運びとなった
ものである。
　財政改革を一層推進するためには、まず
もって歳出の徹底した削減合理化に努めるこ
とが基本である。政府は、本報告の趣旨に
沿って、引き続きその実現に全力を傾けるよ
う強く要望する。

財政制度審議会　歳出の削減合理化等に関す
る特別部会委員・特別委員名簿
部会長 川勝　堅二 ㈱三和銀行相談役
部会長 貝塚　啓明 中央大学教授代　理
委　員 飯田　経夫 国際日本文化研究セ

ンター教授
 石　　弘光 一橋大学教授
 今井　　敬 新日本製鐵㈱代表取

締役社長
 川上　哲郎 住友電気工業㈱取締

役会長
 佐々波　楊子 慶応大学教授
 高原　須美子 経済評論家
 竹内　道雄 ㈶資本市場研究会理

事長
 田中　豊蔵 ㈱朝日新聞社論説顧

問
 玉置　和宏 ㈱毎日新聞社論説委

員
 俵　孝太郎 評論家
 豊田　章一郎 トヨタ自動車㈱取締

役会長
 中根　千枝 東京大学名誉教授
 長岡　　實 国家公安委員
 藤井　直樹 ㈱サンシャインシティ

代表取締社長
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 堀川　健次郎 ㈱日本経済新聞社大
阪本社編集局長

 正村　公宏 専修大学教授
 三田　勝茂 ㈱日立製作所代表取

締役会長
 柳島　佑吉 ㈱産業経済新聞社論

説副委員長
 山田　吉孝 日本放送協会解説委

員
 吉本　　宏 日本銀行副総裁
特　別 伊部　恭之介 ㈱住友銀行相談役最
委　員  高顧問
 岩間　英太郎 ㈶発達科学研究教育

センター理事長
 河合　良一 ㈱小松製作所代表取

締役会長
 澤邉　　守 日本穀物検定協会会

長
 首藤　　堯 ㈱日本宝くじシステ

ム代表取締役社長
 館　龍一郎 青山学院大学教授
 永光　洋一 帝都高速度交通営団

総裁
 星野　進保 総合研究開発機構理

事長
 牧野　　徹 ㈶建設経済研究所理

事長
 山本　正淑 日本赤十字社社長
 渡辺　恒雄 ㈱読売新聞社代表取

締役社長・主筆
　上記委員のほか、鈴木　永二（三菱化学㈱
相談役）が平成 6年10月11日まで参加した。

平成 6年度財政制度審議会　歳出の
削減合理化等に関する特別部会の審議経過

テーマ

第 1回
（10月 7 日）

○運営方針審議、主計局説
明（補助金）
 （主要検討項目提示）

第 2回
（10月14日）

○主計局説明（地方財政）、
省庁ヒアリング（総務
庁）等

第 3回
（10月18日）

○省庁ヒアリング（文部省、
厚生省）

第 4回
（10月25日）

○省庁ヒアリング（外務省、
防衛庁、運輸省）

第 5回
（11月 2 日）

○省庁ヒアリング（農林水
産省、建設省）

第 6回
（11月 9 日）

○主計局説明（外務、文教）

第 7回
（11月15日）

○主計局説明（総理府、厚
生）

第 8回
（11月21日）

○主計局説明（防衛、運輸）

第 9回
（11月24日）

○主計局説明（公共事業、
農林）

第10回
（12月 5 日）

○部会報告素案審議

第11回
（12月13日）

○部会報告案審議

Ⅰ．はじめに
1．我が国財政は、近年景気回復を図るため
累次にわたる経済対策を実施したこともあ
り、公債残高が急増し、平成 6年度末には
ついに200兆円を超える見込みとなってい
る。このため、利払費の増嵩が政策的経費
を圧迫するなど、財政の構造的な硬直化は
益々深刻な状態になっている。

  これに加え、平成 5年度決算では、税収
が 3年連続の対前年度減収となり、 2年連
続して決算上の不足が生じるという異例の
事態となっている。更に、 6年度税収は当
初予算と比べて減収となる見込みであり、
7年度税収も厳しい状況が続くと考えられ
るなど、我が国財政は一段と危機的な状況
に陥りつつある。
2．一方、今後の本格的な高齢化社会の到来
を展望すれば、福祉等社会保障面での対応
や中長期的な展望に立った着実な社会資本
整備の推進は重要な課題である。また、国
際社会における我が国の責任の増大を踏ま
え、今後とも政治・経済・文化等多方面に
わたる国際社会への貢献を行っていくこと
が求められている。

  こうした社会経済情勢の変化に伴う財政
需要の増加に適切に対応していくためには、
現在のうちに公債残高が累増しないような



財政体質を作り上げていくことが喫緊の課
題であり、そのためにたゆまぬ財政改革の
努力を続けていくことが重要である。とり
わけ、後世代に利払費等の負担だけを残し、
財政体質の歯止めない悪化につながりかね
ない特例公債を再び発行するという事態は
厳に回避しなければならない。
3．これまでも、各年度の予算編成において、
限られた財源の中、各種施策等について厳
しい優先順位の選択が行われ、制度の見直
しを含む種々の歳出の削減合理化のための
努力が続けられてきたところである。こう
した連年にわたる努力を続けてきた結果、
各歳出項目の見直しを行うに際しては、従
来以上に徹底して制度・施策の根本にまで
さかのぼり、政府が提供すべきサービスの
在り方やそのサービスを巡る国、地方、更
には受益者それぞれの負担の在り方を検討
することが必要となっている。
  このように、一層の歳出の削減合理化に
向けての改革は、一段と困難を伴う段階に
至っているが、その対象に聖域を設け、改
革の歩みを緩めることは許されない。財政
が異例に厳しい状況にある今こそ、過去の
経緯にとらわれることなく思い切った見直
しに正面から取り組み、一日も早く健全な
財政体質の確立が図られるよう、歳出構造
のスリム化・配分の重点化に向けての更な
る努力を積み重ねていくことが重要である。
4．当審議会では、昭和57年以降、毎年度
「歳出の削減合理化の方策」について報告
を行ってきたが、本年度においては、各歳
出分野の有する問題点のうち、特に重要と
考えられる点を主要検討項目として提示し
た上で、関係省庁からのヒアリングを 9年
振りに実施するなど、審議を重ねてきた。
以下、各個別分野ごとに、当審議会として
の検討結果を報告することとする。

Ⅱ．歳出の削減合理化の方策
1．社会保障
　　我が国の人口の高齢化は現在急速に進展
しているが、21世紀に向かって、活力ある
福祉社会を形成していくことは、重要な課
題である。国民生活に密接に関連する社会
保障については、給付と負担の適正化・公

平化等を図ることにより、来るべき高齢化
社会においても長期的に安定的かつ有効に
機能するよう制度を構築し運営していく必
要がある。このような観点から、社会保障
制度については、これまでも医療、年金、
雇用保険等各般の分野にわたって受益者負
担の適正化、国・地方の費用負担の在り方
の見直し等制度の見直しが行われてきたが、
今後とも次の事項について所要の改革等を
推進すべきである。
⑴　医療費の適正化
　　最近の医療費は老人保健を中心に増大
を続けている。今後とも高齢化の進展等
に伴い医療費が増大することは避けられ
ないが、医療費の膨張を抑制し、国民の
負担に耐えうるようにしていくことが極
めて重要な課題である。
①　このため、いわゆる社会的入院の是
正、検査、投薬の適正化等を推進する
とともに、診療報酬の合理化、薬価基
準の適正化を図るほか、「高齢者保健
福祉推進十か年戦略」の着実な実施等
により、医療に偏らない健康づくりや
在宅福祉などの総合的な施策を進める
ことが重要である。

②　また、医療費適正化のためには、医
療供給体制の見直しが必要であること
から、医療法に基づく都道府県の医療
計画を基本としつつ、病院・病床等の
適正配置を推進するとともに、病床過
剰地域における病床の削減方策を検討
すべきである。

⑵　医療保険制度
①　医療保険制度については、医療費の
適正・公正な負担、医療費財源の効率
性の確保、医療保険制度の安定及び患
者サービス選択の幅の拡大等の観点か
ら、公的医療保険制度全体にわたり、
引き続き見直しを検討していく必要が
ある。

②　特に、国民健康保険については、こ
れまで、その財政の安定化のため、退
職者医療制度の創設、老人保健制度の
見直しに加え、保険基盤安定制度の導
入等所要の改革が行われてきており、
平成 5年度においては、平成 5年度及
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び 6年度の暫定措置として地方財政措
置により国保財政安定化支援事業の拡
充・制度化及び保険基盤安定制度に係
る国庫負担の定額化が実施された。
  平成 7年度においては、平成 5年度
に講じられた措置の期限が切れるため、
国民健康保険制度の抱える高齢化や小
規模保険者の増加等の構造的問題の解
決や国庫負担の合理化に向けて、制度
の見直しを進めていく必要がある。
③　また、過半の市町村国保の老人加入
率が20％を上回っていること等に鑑み、
老人保健制度における拠出金算定に際
し老人加入率に20％の上限が設けられ
ているという問題についても、老人加
入率上限の変更も含め見直しを行う必
要がある。

⑶　国立病院・療養所
①　国立病院・療養所の再編成について
は、「国立病院・療養所の再編成・合
理化の基本指針」（昭和60年 3 月）に
基づき、昭和61年に策定された再編成
計画により進めているところであるが、
平成 7年度が最終年度となっている。
今後、施設の統廃合及び経営移譲の一
層の促進を図るため、その促進策等に
ついて早期に検討を行っていく必要が
ある。
②　 7年度の国立病院・療養所の一般会
計繰入れについては、 5年度予算にお
いて設けた一般会計繰入基準（政策医
療、看護婦養成等の繰入れ対象経費）
に基づく予算編成を徹底し、縮減を図
るべきである。

⑷　保育所制度
　　現行措置制度のように保育サービスの
内容を市町村が定め、保育所に委託して
実施する方式ではどうしても画一的・平
均的なサービス内容になりがちで、多種
多様のニーズに対応できていない。
　　保育所が自ら利用者の個々のニーズに
応えサービスを提供できるよう、保育所
を利用者が選択して直接に入所の申請を
し、サービス内容も当事者の利用契約に
より決定する仕組みを導入する等制度の
在り方を見直す必要がある。

⑸　恩給
　　恩給制度に関しては、臨時行政調査会、
臨時行政改革推進審議会の答申等を踏ま
え、年金制度とのバランスを考慮した見
直しを引き続き推進すべきである。また、
新規の個別改善は行わないこととすべき
である。

2．文教
⑴　文教予算編成上の基本的な考え方
　　我が国の文教予算を大学等の高等教育
と高校以下の初等中等教育に分けてみる
と、欧米諸国に比し、初等中等教育、特
に人件費にウェイトのかかった配分と
なっている。このような我が国文教予算
における資金配分の現状や高等教育機関
とりわけ国立大学の教育・研究環境の現
状に鑑みると、行財政改革の基本方針や
地方分権推進の考え方を踏まえつつ、初
等中等教育については極力地方公共団体
が自主性を発揮できるような見直しを進
めるとともに、高等教育、学術研究へ資
金の重点配分を図ることが重要である。
このためにも、文教予算の編成に当たっ
ては、国と地方の機能分担及び費用負担
の在り方、受益者負担の適正化等の観点
から、各種経費の見直しを進めていく必
要がある。

⑵　義務教育費国庫負担制度
　　義務教育費国庫負担制度については、
近年、行財政改革の中で、昭和60年度に
おける旅費、教材費の一般財源化、平成
元年度における恩給費の一般財源化、平
成 4、 5年度における共済費追加費用等
の一般財源化等の制度の見直しが行われ
てきたところである。

　　本制度については、文教予算の重点的、
効率的配分及び国と地方の機能分担、費
用負担の在り方の観点から、制度の目的、
発足以来の経緯等をも踏まえ、引き続き、
負担対象等について見直しを進めていく
必要がある。

　　なお、平成 5年度から「第 6次公立義
務教育諸学校教職員配置改善計画」が実
施されているが、平成 7年度における取
扱いについては、現下の厳しい財政事情
等を踏まえて検討を行う必要がある。



⑶　義務教育教科書無償給与制度
　　義務教育教科書無償給与制度について
は、当審議会において、家計の負担能力
を問わず一律に無償としていることは所
得配分の観点から適当でなく、また全体
としての財政負担に比し一人当たりの家
計負担の軽減額はわずかであり、財政資
金の効率的使用の観点からも問題がある
との指摘を行ってきている。
　　義務教育教科書の負担については、家
計での消費とりわけ教育関係支出の実情、
上記の問題点を考慮して、今後、有償化
について更に検討を進めるべきである。
⑷　高等教育、私学に係る負担の在り方
①　国立学校特別会計
  国立大学における教育研究環境の現
状に顧みると、高等教育、学術研究の
改善・充実のため、初等中等教育と高
等教育の間で財源配分の見直しを行っ
た上で、施設・設備の老朽化、狭隘化
が特に著しい大学について、その施設
等の整備、改善を重点的、計画的に進
めるべきである。併せて教育研究体制
の高度化を推進していく必要がある。
  また、国立大学の入学料、検定料は、
逐次引き上げられ、私立大学との格差
は縮小してきてはいるが、同じ大学教
育を受ける者の立場等から考えれば、
両者の間に格差があることについては
問題がある。このような国立大学と私
立大学との格差の現状及び高等教育の
改善等のための国立学校特別会計にお
ける自己財源確保の必要性をも考慮し、
適正化を進める必要がある。
  更に、学部別授業料の問題について
も検討を進めるべきである。
②　私学助成
  私立大学等を巡る環境の変化を踏ま
えつつ、私立大学等経常費補助の配分
については、私学の独自性の発揮、教
育条件の向上の観点から、より一層の
見直しが必要である。
  また、私立高等学校等経常費助成費
補助については、当面の誘導措置とし
て発足した経緯、国と地方の機能分担、
費用負担の在り方の観点及び私立高等

学校等に対する地方公共団体の助成の
状況等を踏まえ、 6年度予算に引き続
き見直しを進めるべきである。

  以上の点を踏まえ、私学助成につい
ては、引き続き総額抑制を図るととも
に、その重点的・効率的配分等内容の
見直しを進めていく必要がある。

3．防衛
　　我が国の防衛力整備は、「防衛計画の大
綱」を基本として、「中期防衛力整備計画
（平成 3 年度～平成 7 年度）」（平成 4 年12
月修正）の下で進められてきたが、東西冷
戦終結後の国際情勢、益々深刻さを増して
いる我が国の財政事情、人口の高齢化等に
伴う今後の国民負担率の上昇などを考慮す
れば、 7年度以降の我が国の防衛力整備に
ついても、一層の効率化・合理化が図られ
るべきである。

　　また、「中期防衛力整備計画（平成 3 年
度～平成 7 年度）」期間中に防衛力の在り
方について検討が行われることとなってい
るが、上記のような考え方に加え、防衛関
係費は、組織・編成、装備体系等自衛隊の
体制如何によるところが大きいこと、人
件・糧食費、歳出化経費が全体の約 8割を
占めており硬直的な構造となっていること
なども踏まえつつ、後年度負担を含めた防
衛関係費全般にわたり、効率化・合理化に
努めていくことが必要である。

　　特に歳出化経費については、過去に契約
を行った正面装備品（戦車、艦船、航空機
等）の購入や施設整備、航空機・艦船修理
などの支払いであり、その元となる毎年度
の契約から生ずる後年度負担が、厳しい財
政的制約の下で将来の硬直化要因とならな
いよう、抑制を図ることが必要である。な
お、その際、正面装備品は年々近代化が進
む傾向にあるが、新装備の購入が翌年度以
降の歳出化経費となるばかりでなく、後方
支援部門の経費の増加要因につながるとい
う二重の意味での硬直化要因を生み出すこ
とにも十分留意する必要がある。

　　なお、基地周辺対策経費については、そ
の総額の抑制を図ってきたところであるが、
現下の財政事情を踏まえ、引き続き一層の
抑制を図るべきである。
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4 ．公共事業
⑴　公共事業については、昨年の当審議会
報告において、高齢化社会が本格化する
21世紀までのわずかな期間に、限られた
資金を重点的・効率的に使用することが
最も重要な課題であるとの問題意識の下
に、現行の各事業を生活環境整備、国土
保全及び産業基盤整備の 3つの類型に大
別し、特に生活環境整備について、当面、
集中的に投資するよう努めるべきである
こと等を指摘したところである。
  6 年度においては、このような報告の
考え方等を踏まえ、公共事業の配分につ
いて従来にない大幅な見直しが行われた
ところであるが、生活者重視等の視点に
立って、国民生活の質の向上に資する分
野に重点投資を行っていくことは時代の
要請であり、新しい「公共投資基本計
画」の考え方をも踏まえつつ、また、ウ
ルグァイ・ラウンド農業合意関連対策の
着実な実施を図りつつ、引き続き配分の
見直しの努力を継続していく必要がある。
⑵　財政資金の効率的使用を図る観点から、
公共事業について、その執行の一層の効
率化等を図ることは重要であり、このた
め、類似した事業を複数の省庁で実施す
る場合には、効率的な投資が損なわれた
りすることのないよう、当面、関係省庁
間で適切な調整を行うことが必要である。
  このような観点から、今回、下水道と
農業集落排水及び道路と農道について検
討を行った。これらについては、当面、
国の関係省庁及び地方公共団体の関係部
局が従来にも増して相互に連絡を密にし
て協力を深め、前者については都道府県
域を対象とした各種事業の適正配置計画
の策定の推進、後者については各都道府
県及び各市町村ごとの各種道路も含めた
総合的な道路網の整備計画の内容の拡充
等をそれぞれ図っていくことが重要と考
えられる。
⑶　また、公共事業の入札・契約制度につ
いては、社会的関心を集めており、その
透明性・客観性、競争性を高める観点か
ら、大型工事への一般競争入札方式の導
入等を内容とする改革が開始されている。

このような改革の厳正な実施を通じて公
共事業のコストを可能な限り低減させて
いくことは財政資金の効率的使用を図る
観点からみて極めて重要であり、財政当
局としても、関係省庁における改革の実
施状況を十分把握するとともに、透明
性・客観性を確保しつつ更に競争性を高
めるための改革について、関係省庁とと
もに真摯に検討を行う必要がある。

  更に、毎年度の予算編成過程や予算成
立後の実施協議における適正な予算単価
の設定等に一層努める必要がある。

5．政府開発援助
　　我が国の政府開発援助（ODA）は、昭
和50年代半ばから累次にわたる中期目標に
より着実な拡充が図られてきた結果、最近
（1991～93年）は 3 年連続して世界一とな
るなど、既に国際的にみて遜色ない水準に
達している。特に93年は、他の主要国が
「援助疲れ」から軒並み対前年10％以上の
マイナスとなっている中で主要国中日本だ
けがプラスの伸びを維持している状態であ
る。また、我が国は既に多数の途上国に
とって最大のODA供与国となっており、
順調な発展を遂げた国々が援助対象から
「卒業」することとも相まって、今後途上
国の側の援助消化能力の問題が現実的な制
約となりうるとも考えらえる。

　　この間、政府開発援助予算が我が国の財
政に占めるウェイトは急上昇しており、他
の主要な歳出項目との関係でも際立って大
きな伸びとなっている。こうした中、最近
の世論調査によれば経済協力について現在
程度でよいとする意見、なるべく少なくす
べきだという意見が増加傾向にある反面、
積極的に進めるべきとする意見は減少して
いる。これは、国民が直接裨益する国内向
け諸経費とのバランスがますます意識され
るようになってきているためとも考えられ
る。

　　以上のような状況を踏まえれば、今後は、
政府開発援助予算について従来のような高
い伸びを維持することは現実的でなく、量
的拡大よりも、内容の重点化・効率化や執
行面の一層の効率化を図ることに主眼をお
くべきであると考えられる。なかんずく、



平成 7年度予算編成に当たっては、上記の
諸点に加え、財政状況の異例な厳しさを踏
まえてODA予算の伸率を抑制していく必
要がある。その際、最近の円高により円
ベースでの予算の伸びが小さくても実際に
行いうる事業の規模はある程度の伸びを確
保しうることにも留意すべきである。
　　こうした中で、今後の我が国政府開発援
助の実施に当たっては、「政府開発援助大
綱」を踏まえ、環境への配慮、女性の役割
の重視等の新しい側面に十分配慮するとと
もに、援助実施体制の充実、特に高等教育
の分野も含む援助担当者の人材育成や、途
上国からの研修生の受入れ等を通じる途上
国の人造り・発展基盤造りへの貢献など、
きめ細かく真に効率的な援助を目指すこと
が必要である。また、入札制度の改善に努
めるとともに援助執行中から完成後に至る
評価の充実等を通じ、ODA執行の一層の
効率化、適正化を目指すことが必要である。
6．農業
⑴　農業関係予算の合理化・重点化
　　WTO協定の承認、関連法案の成立等、
我が国農業を取り巻く内外の諸情勢に鑑
みれば、生産性の高い効率的な農業を確
立することによって、早急に産業として
の自立性を高め、国民の納得しうる価格
での食糧の安定的な供給を確保していく
ことが基本課題である。農業関係予算に
ついては、ウルグァイ・ラウンド農業合
意関連対策を含め、このような中長期的
方向を見据え、経営感覚に優れた効率
的・安定的経営体を育成し、こうした経
営体が生産の大宗を担う農業構造が実現
されるよう新たな観点に立って施策の重
点化を図る必要がある。このため、財政
資金の一層の効率的、重点的配分に努め
ていくべきである。
⑵　食糧管理制度の改革
　　今回、食糧管理法を廃止し、新たな法
律の整備により、民間流通を基本とし、
規制緩和を通じた流通の合理化を図るな
ど、抜本的な改革が行われたところであ
る。
　　今後、この新制度の下において、政府
の役割を明確にしつつ、市場原理を通じ

た需給調整機能が十分発揮されるよう適
切な運用に努めていく必要がある。また、
主要食糧の需給及び価格の安定に係る財
政負担については、以下のような観点か
ら引き続き一層の効率化を図っていく必
要がある。
①　米麦価
  今後の米麦価の決定については、需
給の動向等を踏まえ、内外価格差の縮
小を図るとともに、政府管理経費の縮
減とあわせて、コスト逆ざやの縮小を
更に進めていく必要がある。

  特に、政府買入価格に関しては、米
の需給の動向等が適確に反映されたも
のとするとともに、生産性の高い稲作
の担い手層に焦点を置き、稲作の生産
性の向上とコスト低減を反映していく
べきである。

②　生産調整助成金等
  新制度における生産調整については、
奨励金依存からの脱却の要請を踏まえ
つつ、適切に全体需給の調整が図られ
るような仕組みとする必要がある。

  その他の助成措置等については、現
行制度において自主流通米に係る助成
が食管赤字の大きな部分を占めている
こと等を勘案し、全体としての財政負
担の圧縮が図られる方向で検討する必
要がある。

③　組織・定員の合理化
  新制度の下における食糧事務所等の
業務等の在り方について見直しを行い、
組織・定員の合理化、縮減を図る必要
がある。特に、検査業務については、
今回の制度改革の趣旨・背景を踏まえ、
抜本的な見直しを検討する必要がある。

　　なお、 6年産米の豊作により、今後の
需給環境等への影響も懸念されるところ
であり、過剰米の発生を招くことのない
よう、適切な運営を図っていく必要があ
る。

7．運輸
⑴　国鉄清算事業団の長期債務の処理
　　国鉄改革から 8 年近くが経過し、JR
各社の事業運営はおおむね順調に推移し
ている。
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　　一方、国鉄清算事業団については、長
期債務の償還が円滑に進まず依然として
大変厳しい状況に陥っている。すなわち、
国鉄清算事業団は国鉄改革時に25.5兆円
の長期債務を承継したが、毎年生じる約
1.5兆円に上る金利等に対し、土地、JR
株式の資産処分が予定通り進まず、平成
5 年度末の長期債務残高は26.0兆円に
上っている。平成 6 年度においては、
JR西日本株式の売却が株式市場を巡る
状況等から見送られるほか、土地売却に
ついては現下の不動産市況の影響から極
めて厳しい状況にある。
　　国鉄清算事業団債務については、土地
処分収入等の自主財源を充ててもなお残
る債務は最終的に国において処理するこ
ととされており、国鉄清算事業団債務の
順調な償還とこれによる最終的な国民負
担の軽減なくして国鉄改革は終了しない
ことは、論を待たないところである。
　政府は、最終的には国において処理すべ
き債務が巨額に上ると見込まれることを
踏まえ、本問題の重要性につき広く国民
の理解を求めつつ、平成 7年度において
も、土地売却収入の確保及びJR株式の
早期売却に最大限努力するなど資産処分
を進め、長期債務の償還促進に努めるべ
きである。
⑵　整備新幹線
①　整備新幹線については、国鉄改革、
行財政改革の趣旨を踏まえ、第二の国
鉄をつくることとならないよう、着工
区間、規格、財源、収支採算性、並行
在来線の取扱い等の諸問題について十
分な検討を行った上で定められた基本
的な枠組みに従い、現在東北、北陸、
九州の 3線 5区間において建設が進め
られている。
②　この基本的な枠組みを定めた昭和63
年 8 月の政府・与党申合せにおいて、
「今後、経済社会情勢の変化等を考慮
して、 5 年後に見直すこととする。」
とされていたことを受けて、平成 6年
2月に、旧連立与党合意及び三大臣合
意により、平成 9年以降に、新たな財
源を見出すことを前提として、新しい

基本スキームを検討することとされた。
政権交代後、再び見直し問題の検討が
再開され、現在、 3線 5区間以外の区
間の新たな着工や規格の変更について、
地方公共団体等の関係者から強い要望
が出されているところである。これに
ついては、
イ　現在新幹線の建設のために確保さ
れている財源は、 3線 5区間の建設
で手一杯であり、追加的に必要とな
る膨大な財源を新たに確保しうる目
処は全く立っていない。また、整備
新幹線の収支採算性は極めて乏しい
ことは明らかであるが、他方、現在
の公的助成比率（50％）を超えて助
成を行うことは、整備新幹線が私企
業であるJRの事業用施設であるこ
とを考えれば、国鉄改革の趣旨に反
するとともに、厳しい財政事情の下
で国・地方に重い負担を強いるもの
であり、行財政改革の趣旨にも反し、
とりえない。

ロ　旧国鉄から国鉄清算事業団が承継
した債務等は、前述の通り 5年度末
で26.0兆円となっており、最終的に
国が処理すべき債務が膨大となるこ
とが見込まれる中で、新幹線の建設
により更に巨額の負担を後世に残す
ことにつき国民の理解を得がたい。

ハ　JRを第二の国鉄としないためには、
並行在来線のJRからの経営分離が
必要であるが、 3線 5区間以外の区
間については経営分離の見通しが全
く立っていないのが実情である。

ニ　鉄道政策の在り方として、新幹線
のみに重点を置くのではなく、都市
圏の通勤新線等都市鉄道の整備に対
しても、バランスのとれた形で限ら
れた予算を配分すべきである。

 など極めて大きな問題がある。
  また、本来整備新幹線の建設につい
ては、高速道路、空港を含めた総合的
な交通体系の一つとして検討がなされ
るべきものであるとの視点も忘れるべ
きではない。

  したがって、財源、収支採算性、並



行在来線の問題等の解決がなされない
まま 3線 5区間以外の区間の着工や規
格の変更を行うことは適当ではなく、
現時点においては、基本的に 3線 5区
間に限定して建設を着実に進めていく
べきである。

8．地方財政、補助金等
⑴　地方財政については、臨時行政改革推
進審議会の「国と地方の関係等に関する
答申」等を踏まえ、国と同様に歳出規模
の拡大を厳しく抑制していくことが必要
である。
  平成 7年度の地方財政については、地
方税や所得税等の地方交付税対象税目の
税収動向の影響等により、 6年度に引き
続き、極めて厳しい状況になるものと考
えられる。一方、国の財政事情も誠に深
刻な状況に立ち至っているところである。
  したがって、平成 7年度における地方
財政対策の具体的方策については、この
ような状況を踏まえ、適切に対処する必
要がある。
⑵　補助金等については、地方行政の自主
性の尊重、財政資金の効率的使用の観点
から、不断の見直しを行うことが必要で
ある。
  既存の補助金等については、上記の答
申等において示された視点に基づき一層
徹底した見直しを行い、廃止、一般財源
化、補助対象の重点化等の整理合理化を
推進することが必要である。特に、零細
な補助金については、行財政の効率化を
図る観点から、零細補助基準を適切な水
準まで引き上げることにより廃止、統合
等を進めていくべきである。補助金等の
新設については極力抑制するとともに、
真にやむを得ない場合においても、スク
ラップ・アンド・ビルド原則の徹底を図

ることが必要である。
  また、地方行政の自主性・総合性を確
保するため、類似目的を有する補助金等
については引き続き統合・メニュー化を
推進するほか、会館等の公共施設に対す
る補助金等については、他の施設との複
合化を一層推進する必要がある。なお、
地方公共団体等の事務執行の円滑化、事
務負担の軽減等の観点から、引き続き事
務手続の簡素化、迅速化を図っていくこ
とも必要である。

  さらに、普通交付税不交付団体に対す
る補助金等については、補助金等の性格、
内容等に応じ、不交付措置及び補助率等
に差を設ける差等補助による富裕団体調
整を引き続き推進することも必要である。

  なお、補助金等の整理合理化が地方財
政に与える影響については、地方財政計
画の策定を通じ、国と地方の財政状況を
踏まえつつ、地方財政の運営に支障が生
じないよう適切に対処する必要がある。

Ⅲ．結び
　　以上、歳出の削減合理化の必要性及びそ
れぞれの具体的項目についての実施方策に
ついて、当審議会の考え方を明らかにした
が、もとより、歳出の削減合理化は、すべ
ての経費について検討すべきものであり、
ここで掲げた項目に限られるものではない。

　　平成 7年度予算の編成に当たり、政府は、
あらゆる経費について見直しを行い、本報
告の趣旨に沿って歳出の徹底した削減合理
化に最大限努力すべきである。なお、予算
の適正な執行については、今後とも十分に
留意する必要があることは言うまでもない。

（出所 ）「歳出の削減合理化の方策に関する報
告　平成 6 年12月16日　財政制度審議
会」（大蔵省図書館所蔵）。
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1　
「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況

 
（
総
論
）

「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
 ．
あ
ら
ゆ
る
歳
出
項
目
に
つ
い
て
聖
域
を
設
け
る
こ
と
な
く

削
減
合
理
化
を
進
め
る
と
と
も
に
、
真
に
必
要
な
財
政
需
要

に
適
切
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
限
ら
れ
た
財
政
資
金
の
配
分

の
効
率
化
・
重
点
化
を
一
段
と
徹
底
す
べ
き
。

◎
 　
極
め
て
深
刻
な
財
政
事
情
の
下
、
特
殊
な
歳
出
増
加
要
因
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
特
に
経
常
部
門
経
費
の
抑
制
に
よ
り
、
一
般
歳
出
の
伸

び
を
3.1
％
と
低
い
伸
び
に
と
ど
め
る
一
方
、
投
資
部
門
に
つ
い
て
は
5.1
％
の
伸
び
を
確
保
す
る
な
ど
、
限
ら
れ
た
資
金
の
重
点
配
分
に

留
意
。

〔
主
要
経
費
別
伸
率
の
推
移
〕

3
’

4
’

5
’

6
’

7
’

社
会
保
障
関
係
費

5.1
4.3

3.2
2.6

3.3
文
教
及
び
科
学
振
興
費

5.5
5.4

2.4
2.4

2.0
恩
給
関

係
費

▲
 1
.6

▲
 1
.4

▲
 0
.4

▲
 0
.8

▲
 2
.0

防
衛
関

係
費

5.4
5

3.8
1.9
5

0.9
0.8
6

公
共
事
業
関
係
費

6.0
5.3

5.7
4.7

4.6
含
N
T
T
等
事
業
分

2.4
4.5

4.8
4.0

4.0
（
5.0
）

経
済
協

力
費

7.8
7.0

5.7
4.4

3.6
（

O
D

A
）

8.0
7.8

6.5
4.8

4.0
中
小
企
業
対
策
費

0.3
0.3

▲
 0
.2

▲
 3
.8

▲
 1
.0

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

8.1
6.6

3.8
3.2

0.9
食
糧
管

理
費

▲
 5
.6

▲
 8
.3

▲
 9
.0

▲
11
.9

▲
 0
.7

そ
の
他
の
事
項
経
費

4.6
5.1

3.3
1.5

6.9
一
般
歳

出
計

4.7
4.5

3.1
2.3

3.1
〔
経
　
常
〕

4.2
4.1

2.4
1.7

2.6
〔
投
　
資
〕

3.9
5.8

6.0
4.8

5.1
（
6.7
）

う
ち
社
会
福
祉
費

＋
9.0

保
健
衛
生
対
策
費

▲
3.9

う
ち
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

 
＋
0.6

国
立
学
校
特
会
へ
繰
入

 
＋
2.4

科
学
技
術
振
興
費
 
＋
7.5

　
○
 　
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
35
年
度
（
0.6
％
）
以
来
の
1
％
を
切
る
低
い
伸
び
で
あ
っ
た
6
年
度
（
0.9
％
）
か
ら
引
き
続
き
厳
し

く
抑
制
。
正
面
装
備
を
中
心
に
新
規
後
年
度
負
担
を
抑
制
（
全
体
▲
1.7
％
減
、
う
ち
正
面
▲
6.1
％
減
）。

　
○
　
O
D
A
に
つ
い
て
は
、
円
高
に
よ
り
ド
ル
ベ
ー
ス
の
伸
び
は
相
当
程
度
確
保
。

　
○
 　
中
小
企
業
対
策
費
に
つ
い
て
は
、
商
工
会
経
営
指
導
員
人
件
費
等
の
地
方
財
政
措
置
へ
の
移
行
分
（
一
般
財
源
化
（
5’
～
7
’）
7
’

　
41
8億
円
）
を
含
め
た
中
小
企
業
対
策
総
予
算
ベ
ー
ス
で
対
前
年
度
7.6
％
の
伸
び
を
確
保
。

　
○
　
食
糧
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
ピ
ー
ク
時
（
56
’）
の
3
割
弱
。

（
注
 ）
3
年
度
公
共
事
業
関
係
費
（
N
T
T
等
事
業
分
含
み
）
及
び
〔
投
資
〕
欄
の
下
段
（
　
）
書
は
、
補
助
率
戻
し
分
を
含
ん
だ
も
の
。



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
 ．
国
債
費
の
定
率
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
N
T
T
株
式
売
払

収
入
の
う
ち
、
日
本
道
路
公
団
、
日
本
開
発
銀
行
等
に
貸
し

付
け
ら
れ
て
い
る
残
高
を
、
本
来
の
使
途
で
あ
る
国
債
償
還

財
源
に
復
す
る
こ
と
で
、
7
年
度
の
国
債
整
理
基
金
の
運
営

に
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
な
対
応
が
可
能
な
た
め
、
7
年
度

の
繰
入
れ
を
暫
定
的
に
停
止
す
る
こ
と
も
や
む
を
得
な
い
。

　
 　
5
年
度
決
算
不
足
補
て
ん
に
係
る
国
債
整
理
基
金
へ
の
繰

戻
し
に
つ
い
て
は
、
7
年
度
ま
で
に
行
う
必
要
が
あ
る
が
、

こ
れ
を
延
期
す
る
こ
と
も
や
む
を
得
な
い
。

◎
　
定
率
繰
入
れ
停
止
措
置
等
に
つ
い
て

国 債 整 理 基 金 特 別 会 計

一 般 会 計

定
率
繰
入
れ
の
停
止

3
兆
 2
,45
7億
円

建
設
公
債

1
兆
 1
,08
7億
円

N
T
T
事
業
償
還
時

貸
付
金

1
兆
 1
,08
7億
円

N
T
T
事
業
貸
付
金

繰
上
償
還

1
兆
 1
,08
7億
円

決
算
調
整
資
金
へ
の

繰
戻
し
の
延
期

○
平
成
5
年
度
決
算
（
平
成
6
年
7
月
）

　
決
算
上
の
不
足
 5
,66
3 
億
円

産 業 投 資 特 別 会 計

日 本 開 発 銀 行 等

日 本 道 路 公 団

決 算 調 整 資 金
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（
各
論
）

「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
．
社
会
保
障

⑴
　
医
療
費
の
適
正
化

◯
 　
増
大
を
続
け
る
医
療
費
に
対
し
て
、
い
わ
ゆ
る
社
会
的
入

院
の
是
正
、
検
査
、
投
薬
の
適
正
化
等
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
診
療
報
酬
の
合
理
化
、
薬
価
基
準
の
適
正
化
を
図
る
ほ

か
、「
高
齢
者
保
健
福
祉
推
進
十
か
年
戦
略
」
の
着
実
な
実

施
等
に
よ
り
、
医
療
に
偏
ら
な
い
健
康
づ
く
り
や
在
宅
福
祉

な
ど
の
総
合
的
な
施
策
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
。

○
　
指
導
監
督
、
レ
セ
プ
ト
の
点
検
及
び
審
査
、
医
療
費
通
知
等
の
対
策
を
充
実
・
強
化
す
る
。

○
 　「
高
齢
者
保
健
福
祉
推
進
十
か
年
戦
略
」
を
全
面
的
に
見
直
し
（
新
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
）、
高
齢
者
介
護
対
策
の
更
な
る
充
実
を
図
る
。

　
⑴
　
整
備
目
標
の
見
直
し
等

・
在
宅
サ
ー
ビ
ス

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
増
員

59
,00
5人

→
92
,48
2人

（
　
33
,47
7人
増
）

〔
整
備
目
標
（
11
年
度
）

10
万
人
→

17
万
人
〕

シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
の
増

24
,27
4人
分
→

29
,07
4人
分

（
　
4,8
00
人
増
）

〔
整
備
目
標
（
11
年
度
）

5
万
人
分
→

6
万
人
分
〕

デ
イ
サ
ー
ビ
ス
の
増

5,1
80
か
所
→

6,1
80
か
所

（
1,0
00
か
所
増
）

〔
整
備
目
標
（
11
年
度
）

10
,00
0か
所
→

17
,00
0か
所
（
デ
イ
ケ
ア
含
む
）〕

・
施
設
サ
ー
ビ
ス 特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
整
備

21
2,0
19
人
分
→
22
7,3
29
人
分
（
15
,31
0人
分
増
）

〔
整
備
目
標
（
11
年
度
）

24
万
人
分
→

29
万
人
分
〕

等
　
⑵
　
質
的
改
善

　
　
・
24
時
間
対
応
ヘ
ル
パ
ー
（
巡
回
型
）
の
創
設

　
　
・
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
面
積
改
善

　
　
・
都
市
型
小
規
模
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
整
備
 

等

○
 　
医
療
法
に
基
づ
く
都
道
府
県
の
医
療
計
画
を
基
本
と
し
つ

つ
、
病
院
・
病
床
等
の
適
正
配
置
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

病
床
過
剰
地
域
に
お
け
る
病
床
の
削
減
方
策
を
検
討
す
べ
き
。

○
　
医
療
計
画
に
基
づ
く
病
床
規
制
を
引
き
続
き
実
施
す
る
。

⑵
　
医
療
保
険
制
度

◯
 　
医
療
費
の
適
正
・
公
平
な
負
担
、
医
療
費
財
源
の
効
率
性

の
確
保
、
医
療
保
険
制
度
の
安
定
及
び
患
者
サ
ー
ビ
ス
の
幅

の
拡
大
等
の
観
点
か
ら
、
公
的
医
療
保
険
制
度
全
体
に
わ
た

り
、
引
き
続
き
見
直
し
を
検
討
す
べ
き
。

○
　
医
療
保
険
制
度
全
体
の
給
付
と
負
担
の
公
平
化
の
条
件
整
備
と
し
て
、
国
民
健
康
保
険
制
度
の
制
度
の
見
直
し
を
行
う
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

◯
 　
平
成
5
年
度
及
び
6
年
度
の
暫
定
措
置
と
し
て
実
施
さ
れ

た
国
民
健
康
保
険
の
保
険
基
盤
安
定
制
度
に
係
る
国
庫
負
担

の
定
額
化
等
に
つ
き
、
期
限
が
切
れ
る
た
め
、
国
民
健
康
保

険
制
度
の
抱
え
る
構
造
的
問
題
の
解
決
や
国
庫
負
担
の
合
理

化
に
向
け
て
、
制
度
の
見
直
し
を
進
め
て
い
く
べ
き
。

○
　
国
民
健
康
保
険
制
度
の
改
正

　
 　
高
齢
者
の
増
加
、
小
規
模
保
険
者
の
増
加
等
国
民
健
康
保
険
制
度
を
め
ぐ
る
環
境
の
変
化
に
対
応
す
る
た
め
、
現
行
の
制
度
・
事
業
の

手
直
し
・
拡
充
を
中
心
と
し
た
改
正
を
行
う
。

　
①
　
保
険
料
軽
減
制
度
の
拡
充

　
　
 　
保
険
料
負
担
の
不
均
衡
是
正
と
中
間
所
得
者
層
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
応
益
割
合
に
応
じ
て
、
保
険
料
軽
減
制
度
を
段
階
的
に

拡
充
。

　
②
　
保
険
基
盤
安
定
制
度
の
国
庫
負
担
の
変
更

〔
本
則
〕

〔
7
年
度
〕

〔
8
年
度
〕

1
／
2

→
17
0億
円

→
24
0億
円

　
③
　
財
政
安
定
化
支
援
事
業
の
継
続
（
地
方
財
政
措
置
：
1,2
50
億
円
）

　
④
　
基
準
超
過
医
療
費
共
同
負
担
制
度
の
基
準
の
見
直
し
（
現
行
1.2
0　
→
　
1.1
7）

　
⑤
　
高
額
医
療
費
共
同
事
業
の
拡
充

　
　
※
　
②
、
③
、
⑤
は
、
7
、
8
年
度
限
り
の
暫
定
措
置
。

◯
 　
老
人
保
健
制
度
に
お
け
る
拠
出
金
算
定
に
係
る
老
人
加
入

率
上
限
問
題
に
つ
い
て
、
上
限
の
変
更
を
含
め
、
見
直
す
べ

き
。

○
　
老
人
保
健
制
度
の
改
正
（
拠
出
金
算
定
方
式
の
見
直
し
）

　
 　
近
年
、
高
齢
化
の
進
展
に
伴
い
、
老
人
加
入
率
20
％
上
限
に
該
当
す
る
保
険
者
が
全
保
険
者
の
約
4
割
（
市
町
村
国
民
健
康
保
険
の
約

6
割
）
を
占
め
る
に
至
っ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
老
人
医
療
費
拠
出
金
算
定
方
式
の
見
直
し
等
を
行
う
。

　
①
　
老
人
加
入
率
上
限
20
％
の
段
階
的
引
上
げ

現
行

7
年
度

20
％

→
22
％

　
②
　
老
人
加
入
率
下
限
の
引
上
げ

現
行

7
年
度

1
％

→
1.4
％

　
③
　
拠
出
金
の
負
担
が
著
し
く
重
く
な
る
保
険
者
に
対
す
る
緩
和
措
置
等

　
④
　
見
直
し
条
項

　
　
　
老
人
医
療
費
拠
出
金
等
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
3
年
以
内
に
見
直
す
。

⑶
　
国
立
病
院
・
療
養
所

◯
 　
現
行
の
再
編
成
計
画
が
平
成
7
年
度
で
最
終
年
度
と
な
る

こ
と
か
ら
、
今
後
、
施
設
の
統
廃
合
及
び
経
営
移
譲
の
一
層

の
促
進
を
図
る
た
め
の
施
策
等
に
つ
い
て
早
期
に
検
討
を
行

う
べ
き
。

○
 　
国
立
病
院
の
再
編
成
の
促
進
策
等
を
検
討
す
る
た
め
、「
国
立
病
院
・
療
養
所
の
政
策
医
療
、
再
編
成
に
関
す
る
懇
談
会
」（
保
健
医
療

局
長
の
私
的
諮
問
機
関
）
を
7
年
1
月
に
設
置
し
た
と
こ
ろ
。
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平成 7年度　　471
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

◯
 　
国
立
病
院
・
療
養
所
へ
の
一
般
会
計
繰
入
れ
に
つ
き
、
5

年
度
予
算
に
お
い
て
設
け
た
一
般
会
計
繰
入
基
準
に
基
づ
く

予
算
編
成
を
徹
底
し
、
縮
減
を
図
る
べ
き
。

○
 　
政
策
医
療
の
推
進
を
図
る
一
方
で
、
経
営
改
善
に
一
層
の
努
力
を
傾
け
る
こ
と
と
し
、
歳
出
予
算
の
徹
底
し
た
見
直
し
等
に
よ
り
一
般

会
計
繰
入
額
を
減
額
。

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

一
般
会
計
繰
入
額

2,5
88
億
円

⇒
2,4
86
億
円

繰
入
率

24
.9％

⇒
23
.7％

○
　
施
設
の
統
合
を
推
進
。

国
立
王
子
病
院

国
立
立
川
病
院

国
立
病
院
東
京
災
害

医
療
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）

国
立
療
養
所
西
新
潟
病
院

国
立
療
養
所
寺
泊
病
院

国
立
療
養
所
村
松
病
院

国
立
療
養
所
西
新
潟

中
央
病
院
（
仮
称
）

○
　
病
棟
集
約
を
推
進
。

病
床
減

△
　
　
90
床

定
員
減

△
　
　
13
人

⑷
　
保
育
所
制
度

○
 　
保
育
所
が
自
ら
利
用
者
の
個
々
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
、
保
育
所
を
利
用
者
が
選
択
し
て
直

接
に
入
所
の
申
請
を
し
、
サ
ー
ビ
ス
内
容
も
当
事
者
の
利
用

契
約
に
よ
り
決
定
す
る
仕
組
み
を
導
入
す
る
等
制
度
の
在
り

方
の
見
直
し
が
必
要
。

○
　
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
。

⑸
　
恩
給

◯
 　
臨
時
行
政
調
査
会
、
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
の
答
申

等
を
踏
ま
え
、
年
金
制
度
改
革
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
た

見
直
し
を
引
き
続
き
推
進
す
べ
き
。
ま
た
、
新
規
の
個
別
改

善
は
行
わ
な
い
こ
と
と
す
べ
き
。

○
　
恩
給
年
額
を
平
成
7
年
4
月
か
ら
1.1
0％
引
き
上
げ
る
等
の
ほ
か
、
各
種
加
算
の
引
上
げ
等
を
行
う
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
．
文
教
・
科
学
振
興

⑴
　
文
教
予
算
編
成
上
の
基
本
的
考
え
方

◯
 　
行
財
政
改
革
の
基
本
方
針
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、
初
等
中
等

教
育
に
つ
い
て
は
極
力
地
方
公
共
団
体
が
自
主
性
を
発
揮
で

き
る
よ
う
な
見
直
し
を
進
め
る
と
と
も
に
、
高
等
教
育
、
学

術
研
究
へ
資
金
の
重
点
配
分
を
図
る
こ
と
が
重
要
。
こ
の
た

め
、
国
と
地
方
の
機
能
分
担
及
び
費
用
負
担
の
在
り
方
、
受

益
者
負
担
の
適
正
化
等
の
観
点
か
ら
、
各
種
経
費
の
見
直
し

を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
　
初
等
中
等
教
育
の
分
野

　
①
　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金
に
つ
い
て
、
そ
の
総
額
の
抑
制
に
努
力
。

　
②
 　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
等
に
つ
い
て
、
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員
の
給
与
費
等
に
対
す
る
国
庫
負
担
限
度
基
準
を
1.0
25
か

ら
1.0
2へ
引
き
下
げ
。

　
③
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
に
つ
い
て
、
公
立
高
等
学
校
大
規
模
改
造
事
業
を
一
般
財
源
化
。

○
　
高
等
教
育
の
分
野

〔
6
年
度
〕

　
　〔
7
年
度
〕

　
①
　
科
学
研
究
費
補
助
金
の
増
額

82
4億
円

⇒
92
4億
円
（

　1
2.1
％
増
）

　
②
　
日
本
育
英
会
の
育
英
奨
学
事
業

　
　
・
貸
与
月
額
の
引
上
げ

大
学
（
国
公
立
・
自
宅
）

35
,00
0円

⇒
38
,00
0円
（
3,0
00
円
増
）

大
学
院
（
修
士
課
程
）

78
,00
0円

⇒
81
,00
0円
（
3,0
00
円
増
）

大
学
院
（
博
士
課
程
）

10
9,0
00
円

⇒
11
2,0
00
円
（
3,0
00
円
増
）

　
　
・
貸
与
人
員
の
増
員

大
学
院
　
博
士
課
程

15
,55
0人

⇒
17
,15
0人
（
1,6
00
人
増
）

　
　
　
　
修
士
課
程

19
,91
0人

⇒
22
,51
0人
（
2,6
00
人
増
）

　
③
　
日
本
学
術
振
興
会
の
特
別
研
究
員
の
増
員

2,1
50
人

⇒
2,5
40
人
（
　3
90
人
増
）

　
④
　
国
立
大
学
の
高
度
化
推
進
特
別
経
費
の
増
額

61
億
円

⇒
83
億
円
（

　3
7.5
％
増
）

　
　
　
国
立
大
学
の
卓
越
し
た
研
究
拠
点
（
CO
E）
形
成
経
費
を
創
設

―
　

⇒
73
億
円
（
皆
　
　
増
）

　
　
　
国
立
大
学
の
大
学
改
革
推
進
等
経
費
の
増
額

30
億
円

⇒
42
億
円
（

　3
8.7
％
増
） 等

⑵
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度

◯
 　
文
教
予
算
の
重
点
的
、
効
率
的
配
分
及
び
国
と
地
方
の
機

能
分
担
、
費
用
負
担
の
在
り
方
の
観
点
か
ら
、
制
度
の
目
的
、

発
足
以
来
の
経
緯
等
を
も
踏
ま
え
、
引
き
続
き
、
負
担
対
象

等
に
つ
い
て
見
直
し
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
 　
地
方
公
共
団
体
の
給
与
の
支
払
い
実
態
等
を
勘
案
し
、
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
給
与
費
等
に
対
す
る
国
庫
負
担
限
度
基
準
を
1.0
25

か
ら
1.0
2へ
引
き
下
げ
。

〔
6
年
度
〕

　
　〔
7
年
度
〕

①
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

27
,51
0億
円

⇒
27
,66
1億
円
（
　
0.6
％
増
）

②
　
養
護
学
校
教
育
費
国
庫
負
担
金

1,1
75
億
円

⇒
1,2
21
億
円
（
　
3.9
％
増
）
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平成 7年度　　473
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
第
6
次
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員
定
数
改
善
計
画
の

平
成
7
年
度
に
お
け
る
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
現
下
の
厳
し

い
財
政
事
情
等
を
踏
ま
え
て
検
討
を
行
う
こ
と
が
必
要
。

○
 　
第
6
次
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員
定
数
改
善
計
画
の
3
年
次
目
と
し
て
、
テ
ィ
ー
ム
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
の
導
入
、
特
殊
教
育
諸
学
校

の
学
級
編
成
の
改
善
等
を
中
心
に
、
改
善
増
5,0
84
人
を
措
置
。

⑶
　
義
務
教
育
教
科
書
無
償
給
与
制
度

◯
 　
一
律
無
償
は
所
得
配
分
の
観
点
か
ら
適
当
で
な
く
、
ま
た
、

財
政
負
担
に
対
し
一
人
当
た
り
家
計
負
担
軽
減
額
が
わ
ず
か

で
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
も
問
題
が
あ
り
、

家
計
で
の
消
費
と
り
わ
け
教
育
関
係
支
出
の
実
情
を
考
慮
し

て
、
今
後
、
有
償
化
に
つ
き
更
に
検
討
を
進
め
る
べ
き
。

○
　
教
科
書
有
償
化
問
題
に
つ
い
て
今
後
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
と
し
、
7
年
度
予
算
で
は
無
償
措
置
を
継
続
。

〔
6
年
度
〕

　
　〔
7
年
度
〕

義
務
教
育
教
科
書
購
入
費

43
4億
円

⇒
44
0億
円
（
　
1.4
％
増
）

⑷
 　
高
等
教
育
、
私
学
に
係
る
負
担
の
在
り
方

①
　
国
立
学
校
特
別
会
計

◯
 　
初
等
中
等
教
育
と
高
等
教
育
の
間
で
財
源
配
分
の
見
直
し

を
行
っ
た
上
で
、
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
、
狭
隘
化
が
特
に

著
し
い
大
学
に
つ
い
て
、
そ
の
施
設
等
の
整
備
、
改
善
を
重

点
的
、
計
画
的
に
進
め
る
べ
き
。
併
せ
て
、
教
育
研
究
体
制

の
高
度
化
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
 　
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
、
狭
隘
化
が
特
に
著
し
い
大
学
に
つ
い
て
、
そ
の
施
設
等
の
整
備
、
改
善
を
重
点
的
・
計
画
的
に
推
進
。
 

　
ま
た
、
大
学
院
に
重
点
を
お
い
た
教
育
研
究
体
制
の
高
度
化
を
推
進
す
る
ほ
か
、
学
術
研
究
の
推
進
に
必
要
と
さ
れ
る
基
盤
的
な
研
究

設
備
の
整
備
を
推
進
。

〔
6
年
度
〕

　
　〔
7
年
度
〕

①
　
国
立
学
校
施
設
等
整
備
費

2,1
77
億
円

⇒
2,4
14
億
円
（

　1
0.9
％
増
）

②
　
基
幹
的
教
育
研
究
経
費

2,0
21
億
円

⇒
2,1
44
億
円
（
　
6.1
％
増
）

③
　
高
度
化
推
進
特
別
経
費

61
億
円

⇒
83
億
円
（

　3
7.5
％
増
）

④
　
卓
越
し
た
研
究
拠
点
（
CO
E）
形
成
経
費

―
　

⇒
73
億
円
（
皆
　
　
増
）

⑤
　
大
学
改
革
推
進
等
経
費

30
億
円

⇒
42
億
円
（

　3
8.7
％
増
）

◯
 　
国
立
大
学
の
入
学
料
、
検
定
料
に
つ
い
て
は
、
私
立
大
学

と
の
格
差
の
現
状
、
高
等
教
育
改
善
等
の
た
め
の
特
別
会
計

の
自
己
財
源
確
保
の
必
要
性
に
も
配
慮
し
、
適
正
化
を
進
め

る
こ
と
が
必
要
。
な
お
、
学
部
別
授
業
料
に
つ
い
て
も
検
討

を
進
め
る
べ
き
。

○
　
国
立
大
学
入
学
料
・
検
定
料
の
改
定

入
学
料
（
平
成
8
年
4
月
入
学
者
か
ら
）

26
0,0
00
円

⇒
27
0,0
00
円
（
　
3.8
％
増
）

検
定
料
（
平
成
8
年
入
学
試
験
受
験
者
か
ら
）

29
,00
0円

⇒
31
,00
0円
（
　
6.9
％
増
）

○
　
学
部
別
授
業
料
の
導
入
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

②
　
私
学
助
成

◯
 　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
の
配
分
に
つ
い
て
は
、
私
学
の

独
自
性
の
発
揮
、
教
育
条
件
の
向
上
の
観
点
か
ら
、
よ
り
一

層
の
見
直
し
が
必
要
。

○
 　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
に
つ
い
て
は
、
当

面
の
誘
導
措
置
と
し
て
発
足
し
た
経
緯
、
国
と
地
方
の
機
能

分
担
、
費
用
負
担
の
在
り
方
の
観
点
及
び
私
立
高
等
学
校
等

に
対
す
る
地
方
公
共
団
体
の
助
成
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
6

年
度
予
算
に
引
き
続
き
見
直
し
を
進
め
る
べ
き
。

◯
 　
私
学
助
成
全
体
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
総
額
抑
制
を
図

る
と
と
も
に
、
そ
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分
等
内
容
の
見
直

し
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
 　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
及
び
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
国
の
財
政
事
情
等
を
踏
ま
え
、
そ
の
総
額

の
抑
制
に
努
め
、
所
要
の
額
を
計
上
。

〔
6
年
度
〕

　
　〔
7
年
度
〕 

①
　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金

2,7
33
.5億
円

⇒
2,8
03
.5億
円
（
　
2.6
％
増
）

②
　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金

63
5億
円

⇒
66
6億
円
（
　
4.9
％
増
）

③
　
私
立
大
学
・
大
学
院
等
教
育
研
究
装
置
施
設
整
備
費
補
助

87
.5億
円

⇒
 
92
.5億
円

④
　
私
立
大
学
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金

26
.5億
円

⇒
 
27
.5億
円
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平成 7年度　　475
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

3
．
防
衛

◯
 　
東
西
冷
戦
終
結
後
の
国
際
情
勢
や
深
刻
な
財
政
事
情
等
を

考
慮
し
て
、
一
層
の
効
率
化
・
合
理
化
が
図
ら
れ
る
べ
き
。
  

　
防
衛
力
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
が
、
後
年
度
負
担
も
含
め
た
防
衛
関
係
費
全
体

に
わ
た
り
、
効
率
化
・
合
理
化
に
努
め
て
い
く
べ
き
。

○
 　
7
年
度
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
昭
和
35
年
度
（
0.6
％
）
以
来
最
低
の
伸
び
率
で
あ
っ
た
6
年
度
か
ら
引
き
続
き
厳
し
く
抑
制
。

　
　
　〔
6
年
度
〕

　
　
　〔
7
年
度
〕

防
衛
関
係
費

4
兆
6,8
35
億
円
（

　0
.9％
増
）

⇒
4
兆
7,2
36
億
円
（
0.8
6％
増
）

◯
 　
特
に
、
後
年
度
負
担
に
つ
い
て
は
、
将
来
の
硬
直
化
要
因

と
な
ら
な
い
よ
う
、
抑
制
を
図
る
べ
き
。
そ
の
際
、
新
装
備

の
購
入
が
翌
年
度
以
降
の
歳
出
化
経
費
と
な
る
ば
か
り
で
は

な
く
、
後
方
支
援
部
門
の
増
加
要
因
に
繋
が
る
と
い
う
二
重

の
意
味
で
の
硬
直
化
要
因
を
生
み
出
す
こ
と
に
留
意
す
べ
き
。

○
　
新
規
後
年
度
負
担
の
抑
制
に
努
力
。

　
　
　〔
6
年
度
〕

　
　
　〔
7
年
度
〕

新
規
後
年
度
負
担

1
兆
8,3
01
億
円
（

　3
.3％
増
）

⇒
1
兆
7,9
82
億
円
（

　1
.7％
減
）

　
　
う
ち
正
面

8,5
79
億
円
（

　0
.9％
増
）

⇒
8,0
60
億
円
（

　6
.1％
減
）

○
 　
基
地
周
辺
対
策
経
費
に
つ
い
て
は
、
現
下
の
財
政
事
情
を

踏
ま
え
、
引
き
続
き
一
層
の
抑
制
を
図
る
べ
き
。

○
　
基
地
周
辺
対
策
経
費
の
抑
制
に
努
力
。

　
　
　〔
6
年
度
〕

　
　
　〔
7
年
度
〕

基
地
周
辺
対
策
経
費
（
契
約
ベ
ー
ス
）

1,6
21
億
円
（

　0
.3％
減
）

⇒
1,5
95
億
円
（

　1
.6％
減
）



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

4
．
公
共
事
業

◯
 　
平
成
6
年
度
に
お
い
て
は
、「
公
共
事
業
の
配
分
の
あ
り

方
に
関
す
る
報
告
」
の
考
え
方
を
踏
ま
え
、
配
分
の
大
幅
な

見
直
し
が
行
わ
れ
た
が
、
生
活
者
重
視
等
の
視
点
に
立
っ
て
、

国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
資
す
る
分
野
に
重
点
投
資
を
行
っ

て
い
く
こ
と
は
時
代
の
要
請
で
あ
り
、
新
し
い
「
公
共
投
資

基
本
計
画
」
の
考
え
方
を
も
踏
ま
え
つ
つ
、
ま
た
、
ウ
ル

グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
合
意
関
連
対
策
の
着
実
な
実
施
を

図
り
つ
つ
、
引
き
続
き
配
分
の
見
直
し
の
努
力
を
継
続
し
て

い
く
べ
き
。

（
参
考
）
公
共
事
業
の
配
分
の
あ
り
方
に
関
す
る
報
告
（
抜
粋
）

⑶
　
配
分
の
基
準

　
現
行
の
各
公
共
事
業
は
、
そ
れ
ぞ
れ
複
数
の
事
業
項
目
か
ら
構
成
さ

れ
て
い
る
が
、
大
別
す
れ
ば
、
次
の
通
り
、
A

　生
活
環
境
整
備
、
B

　
国
土
保
全
、C

　産
業
基
盤
整
備
の
三
つ
の
類
型
に
分
類
さ
れ
る
。

A
 　
住
宅
、
下
水
道
、
農
業
集
落
排
水
、
上
水
道
、
廃
棄
物
処
理

施
設
、
公
園
、
生
活
圏
内
道
路
、
等

B
 　
治
水
、
海
岸
、
森
林
整
備
（
治
山
、
造
林
、
林
道
）、
等

C
 　
工
業
用
水
、
漁
港
、
沿
岸
漁
場
整
備
、
港
湾
、
農
業
生
産
基

盤
、
等

　
三
類
型
の
優
先
順
位
は
、
上
記
⑵
「
配
分
の
見
直
し
に
あ
た
っ
て
の

考
え
方
」
の
下
で
次
の
理
由
に
よ
り
、
A
、
B
、
C
の
順
と
す
る
こ
と
が

適
当
で
あ
る
。

　
A
 　
生
活
環
境
整
備
に
つ
い
て
は
、
国
土
保
全
、
産
業
基
盤
整
備
に

比
べ
事
業
の
本
格
的
実
施
が
遅
れ
た
た
め
、
限
ら
れ
た
期
間
に
緊

急
に
整
備
を
す
る
必
要
が
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
当
面
、
集
中
的
に

投
資
す
る
よ
う
努
め
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。

　
B
 　
国
土
保
全
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
の
自
然
的
特
性
か
ら
い
っ
て
、

特
定
の
時
期
に
完
了
す
る
と
い
っ
た
性
格
の
も
の
で
は
な
い
の
で
、

長
期
的
視
点
か
ら
着
実
に
実
施
し
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

　
C
 　
産
業
基
盤
整
備
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
投
資
実
績
や
国
民

経
済
に
占
め
る
比
重
の
変
化
等
を
考
慮
す
る
と
、
こ
れ
か
ら
の
我

が
国
経
済
の
成
長
の
た
め
に
必
要
な
分
野
に
は
適
切
な
配
慮
を
し

な
が
ら
も
、
全
体
と
し
て
は
、
重
点
的
か
つ
抑
制
気
味
に
扱
う
べ

き
で
あ
る
。

　
高
速
道
路
、
拠
点
空
港
等
は
、
上
記
の
三
類
型
に
分
類
し
難
い
も
の

で
は
あ
る
が
、
国
土
の
骨
格
の
形
成
、
あ
る
い
は
、
国
際
社
会
と
の
交

流
の
た
め
の
基
盤
的
施
設
で
あ
り
、
各
々
の
必
要
性
を
見
極
め
な
が
ら
、

着
実
に
整
備
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
基
準
で
配
分
し
た
場
合
に
は
、
現
状
に
比
べ
て

都
市
重
視
の
考
え
方
で
あ
り
、
国
土
の
均
衡
あ
る
発
展
に
逆
行
す
る
と

の
反
論
も
予
想
さ
れ
る
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
都
市
に
お
い
て
も
、
地
方
に
お
い
て
も
最
近
の
国

民
の
ニ
ー
ズ
は
便
利
で
住
み
よ
い
生
活
環
境
を
形
成
し
て
ほ
し
い
と
い
う

こ
と
で
あ
り
、
下
水
道
等
の
生
活
環
境
整
備
型
の
事
業
の
多
く
は
、
実

際
に
、
都
会
よ
り
も
地
方
で
よ
り
多
く
実
施
さ
れ
て
い
る
実
績
が
あ
る
。

従
っ
て
、
上
記
の
優
先
順
位
に
よ
る
配
分
を
行
っ
て
も
、
都
会
重
視
に
な

る
と
か
地
域
振
興
に
反
す
る
と
い
う
こ
と
に
は
決
し
て
な
ら
な
い
。

○
 　
本
格
的
な
高
齢
化
社
会
が
到
来
す
る
前
に
社
会
資
本
整
備
を
着
実
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
回
復
局
面
に
あ
る
我
が
国
経
済
情
勢
も
考

慮
し
、
厳
し
い
財
政
事
情
の
下
で
一
般
歳
出
を
 3
.1％
と
低
い
伸
び
に
抑
え
て
い
る
中
に
あ
っ
て
、
公
共
事
業
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
対

前
年
度
 4
.0％
と
高
い
伸
び
を
確
保
。

〔
6
年
度
当
初
〕

4.0
％

〔
7
年
度
当
初
〕

8
兆
 9
,84
6億
円

⇒
9
兆
 3
,42
3億
円

（
注
）
N
T
T
事
業
償
還
分
を
除
く
（
以
下
同
じ
。）
。

○
　
生
活
者
重
視
等
の
視
点
に
立
っ
た
重
点
投
資

　
 　
公
共
事
業
の
配
分
に
当
た
っ
て
は
、
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
結
び
つ
く
分
野
を
は
じ
め
、
21
世
紀
に
向
け
て
新
た
な
時
代
の
ニ
ー
ズ

に
的
確
に
対
応
す
る
た
め
、
思
い
切
っ
た
重
点
投
資
を
行
う
な
ど
、
更
に
重
点
的
・
効
率
的
に
配
分
。

＜
一
般
公
共
事
業
別
伸
率
（
対
前
年
度
）
＞

住
宅

5.0
％

治
水

3.3
％

漁
港

0.8
％

市
街
地
整
備

8.5
％

治
山

3.2
％

港
湾

1.0
％

下
水

道
5.8
％

海
岸

3.0
％

工
業

用
水

▲
24
.3％

農
業
集
落
排
水

9.0
％

廃
棄
物
処
理
施
設

11
.4％

水
道

8.0
％

公
園

6.5
％

都
市
・
幹
線
鉄
道

5.4
％

一
般

公
共

4.1
％

○
　
公
共
事
業
関
係
費
の
シ
ェ
ア
の
変
更

　
 　
重
点
投
資
の
結
果
、
公
共
事
業
関
係
費
の
シ
ェ
ア
は
、
公
共
事
業
関
係
費
の
範
囲
の
見
直
し
が
併
せ
行
わ
れ
た
6
年
度
の
変
更
幅
は
下

回
る
も
の
の
、
相
当
大
き
く
変
わ
っ
て
お
り
、
各
々
の
事
業
の
シ
ェ
ア
の
変
更
幅
の
合
計
は
、
プ
ラ
ス
・
マ
イ
ナ
ス
各
々
約
0.7
％
。
省

庁
別
の
シ
ェ
ア
の
変
更
幅
は
、
プ
ラ
ス
・
マ
イ
ナ
ス
各
々
約
0.4
％
。

　
　
な
お
、
6
年
度
に
お
い
て
は
、
地
下
鉄
、
自
然
公
園
な
ど
の
約
80
0億
円
を
公
共
事
業
関
係
費
に
組
替
え
。
 

（
単
位
：
％
）

区
　
分

59
’

60
’

61
’

62
’

63
’

元
’

2’
3’

4’
5’

6’
7’

事
業
別
シ
ェ
ア
の

変
更
幅
の
合
計

0.2
0.3

0.3
0.3

0.9
0.2

0.1
0.3

0.2
0.5

1.6
0.7

所
管
別
シ
ェ
ア
の

変
更
幅
の
合
計

0.0
0.1

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.2

0.2
0.2

0.9
0.4

1.32.3
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平成 7年度　　477
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

◯
 　
類
似
し
た
事
業
を
複
数
官
庁
で
実
施
す
る
場
合
、
関
係
省

庁
間
で
適
切
な
調
整
を
行
う
べ
き
。
下
水
道
と
農
業
集
落
排

水
及
び
道
路
と
農
道
に
つ
い
て
は
、
当
面
、
国
の
関
係
省
庁

及
び
地
方
公
共
団
体
の
関
係
部
局
が
連
絡
を
密
に
し
て
協
力

を
深
め
、
都
道
府
県
域
を
対
象
と
し
た
各
種
事
業
の
適
正
配

置
計
画
の
策
定
の
推
進
、
各
都
道
府
県
及
び
各
市
町
村
毎
の

各
種
道
路
も
含
め
た
総
合
的
な
道
路
網
の
整
備
計
画
の
内
容

の
拡
充
等
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

○
　
昨
日
12
月
25
日
に
大
蔵
省
よ
り
記
者
発
表
（
概
要
は
以
下
の
通
り
。）

1
．
下
水
道
と
農
業
集
落
排
水
及
び
合
併
処
理
浄
化
槽
等

　
 　
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
各
施
設
の
合
理
的
な
配
置
計
画
の
策
定
の
指
導
・
支
援
等
を
行
う
た
め
、
建
設
、
農
水
及
び
厚
生
の
3
省
に

よ
る
「
汚
水
処
理
施
設
の
整
備
等
に
係
る
関
係
省
連
絡
会
議
（
仮
称
）」
を
新
た
に
設
置
す
る
。

2
．
道
路
と
農
道

　
 　
地
域
の
道
路
や
農
道
に
関
す
る
調
整
さ
れ
た
全
体
路
線
図
が
作
成
・
公
表
さ
れ
て
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
合
性
等
に
つ
い
て
幅
広
い
理
解

が
得
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
よ
う
指
導
・
支
援
す
る
。
道
路
と
農
道
の
よ
り
一
層
円
滑
な
調
整
の
推
進
に
関
す
る
情
報
交
換
等
を
行
う
た
め
、

現
在
の
建
設
・
農
水
両
省
間
の
連
絡
会
議
の
充
実
・
強
化
を
図
る
。

3
．
国
土
総
合
開
発
事
業
調
整
費
の
活
用

　
 　
道
路
と
農
道
、
更
に
建
設
、
農
水
及
び
運
輸
の
各
省
が
所
管
す
る
海
岸
事
業
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
各
事
業
の
計
画
的
な
整
備
の
進

展
を
図
る
中
で
、
事
業
間
の
進
度
調
整
が
必
要
と
な
っ
た
箇
所
に
つ
い
て
、
国
土
総
合
開
発
事
業
調
整
費
に
「
類
似
事
業
調
整
費
」
と
い

う
新
た
な
事
業
を
創
設
し
、
同
調
整
費
を
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

◯
 　
入
札
・
契
約
制
度
に
つ
い
て
は
、
大
型
工
事
へ
の
一
般
競

争
入
札
の
導
入
等
の
改
革
が
開
始
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う

な
改
革
の
着
実
な
実
施
を
通
じ
て
公
共
事
業
の
コ
ス
ト
を
可

能
な
限
り
低
減
さ
せ
て
い
く
こ
と
は
極
め
て
重
要
で
あ
り
、

透
明
性
・
客
観
性
を
確
保
し
つ
つ
、
更
に
競
争
性
を
高
め
る

た
め
の
改
革
に
つ
い
て
、
関
係
省
庁
と
と
も
に
真
摯
に
検
討

を
行
う
べ
き
。
ま
た
、
適
正
な
予
算
単
価
の
設
定
等
に
つ
い

て
一
層
努
め
る
こ
と
が
必
要
。

○
 　
昨
年
12
月
1
日
、
建
設
省
は
「
公
共
工
事
の
建
設
費
の
縮
減
に
関
す
る
行
動
計
画
」
を
策
定
し
、
輸
入
資
材
の
活
用
等
に
よ
る
資
材
費

の
低
減
や
生
産
性
の
向
上
、
技
術
開
発
に
努
め
る
こ
と
に
よ
り
、
建
設
費
の
縮
減
に
さ
ら
に
努
力
し
て
い
く
旨
を
表
明
。

○
 　
昨
年
12
月
26
日
、
建
設
省
の
「
履
行
保
証
制
度
研
究
会
」
は
、
履
行
ボ
ン
ド
制
度
の
導
入
等
を
内
容
と
す
る
報
告
を
と
り
ま
と
め
た
。

今
後
、
中
央
建
設
業
審
議
会
に
お
け
る
審
議
等
を
経
て
、
平
成
7
年
度
か
ら
新
た
な
履
行
保
証
体
系
に
段
階
的
に
移
行
し
、
8
年
度
か
ら

は
全
面
的
に
移
行
す
る
予
定
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

5
．
政
府
開
発
援
助

◯
 　
既
に
国
際
的
に
見
て
遜
色
の
な
い
水
準
に
達
し
て
い
る

O
D
A
予
算
に
つ
い
て
は
、
量
的
拡
大
よ
り
も
、
内
容
の
重

点
化
・
効
率
化
や
執
行
面
の
一
層
の
効
率
化
を
図
る
べ
き
で
、

伸
率
を
抑
制
し
て
い
く
べ
き
。

1
 ．
一
般
会
計
O
D
A
に
つ
い
て
は
一
段
と
深
刻
さ
を
増
し
た
財
政
事
情
の
下
で
は
あ
る
が
、
O
D
A
は
国
際
貢
献
の
柱
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

円
高
に
よ
る
影
響
、
他
の
経
費
と
の
バ
ラ
ン
ス
に
も
留
意
し
て
、
11
,06
1億
円
（
伸
率
4.0
％
）
を
計
上
。

　
　
こ
の
伸
率
は
、
O
D
A
の
集
計
が
開
始
さ
れ
た
昭
和
51
年
以
来
最
低
の
も
の
。

◯
 　
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
環
境
へ
の
配
慮
、
女
性
の
役
割
の

重
視
等
新
し
い
側
面
へ
の
配
慮
に
加
え
、
援
助
担
当
者
の
人

材
育
成
、
途
上
国
か
ら
の
研
修
生
受
入
れ
等
き
め
細
か
く
真

に
効
率
的
な
援
助
を
目
指
す
べ
き
。
ま
た
、
入
札
制
度
の
改

善
等
に
よ
る
執
行
の
一
層
の
効
率
化
が
必
要
。

2
．
総
額
の
伸
び
は
抑
制
し
つ
つ
、
以
下
の
よ
う
に
財
源
の
重
点
配
分
を
行
い
、
真
に
効
率
的
な
援
助
を
目
指
す
。

⑴
　
環
境
へ
の
配
慮
、
女
性
の
役
割
の
重
視
等
新
し
い
側
面
へ
の
十
分
な
対
応
。

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

　
・
環
境
へ
の
配
慮

　
　
　
国
連
環
境
基
金
拠
出
金

36
百
万
㌦
⇒

40
百
万
㌦
（
 
10
.5％
増
）

　
・
開
発
、
援
助
に
お
け
る
女
性
の
役
割
の
重
視
へ
の
対
応
（「
開
発
と
女
性
」
W
ID
／
W
om
en
 In
 D
ev
el
op
m
en
t）
。

　
　
　
日
・
IF
A
D
「
W
ID
」
信
託
基
金
拠
出
金

―
⇒

1
百
万
㌦
（
新
規
）

　
　
　
U
N
D
P「
W
ID
」
信
託
基
金
拠
出
金

―
⇒

1
百
万
㌦
（
新
規
）

　
　
　
JI
CA
に
よ
る
草
の
根
レ
ベ
ル
の
W
ID
関
連
事
業

―
⇒

1.9
億
㌦
（
新
規
）

⑵
　
援
助
担
当
者
の
人
材
育
成
、
開
発
途
上
国
の
人
造
り
を
支
援
す
る
た
め
の
国
際
協
力
事
業
団
に
よ
る
技
術
協
力
を
拡
充
。

　
・
国
際
開
発
高
等
教
育
機
構
（
FA
SI
D
）
委
託
費

66
5百
万
円
⇒

71
0百
万
円
（
 
6.7
％
増
）

　
・
途
上
国
か
ら
の
研
修
員
受
入
れ

7,1
40
人
⇒

7,3
90
人
（
 
25
0人
増
）

　
・
青
年
招
へ
い

1,4
10
人
⇒

1,5
60
人
（
 
15
0人
増
）

　
・
青
年
海
外
協
力
隊
新
規
派
遣

1,1
10
人
⇒

1,1
90
人
（
 
80
人
増
）

⑶
　
効
率
的
・
効
果
的
な
援
助
の
実
施
、
執
行
の
一
層
の
効
率
化
に
向
け
て
の
取
り
組
み
の
強
化
。

　
・
援
助
査
察
制
度

―
⇒

11
百
万
円
（
新
規
）

　
・
外
務
省
及
び
JI
CA
に
よ
る
事
後
評
価
の
充
実

7.4
億
円
⇒

8.2
億
円
（
 
10
.7％
増
）

　
・
緊
急
援
助
追
跡
調
査

―
⇒

20
件
（
新
規
）

⑷
 　
こ
の
他
、
我
が
国
の
「
顔
」
の
見
え
る
援
助
を
き
め
細
か
く
行
う
観
点
か
ら
、
N
GO
と
の
連
携
を
格
段
に
強
化
す
る
こ
と
と
し
、

N
GO
に
対
す
る
補
助
金
を
大
幅
に
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
草
の
根
レ
ベ
ル
で
き
め
細
か
い
支
援
が
で
き
る
「
草
の
根
無
償
」
を
倍
増
。
 
 

　
ま
た
、
援
助
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
途
上
国
に
お
け
る
保
険
・
医
療
、
教
育
、
水
供
給
・
衛
生
な
ど
の
ベ
ー
シ
ッ
ク
・
ヒ
ュ
ー
マ
ン
・

ニ
ー
ズ
（
基
礎
生
活
分
野
：
BH
N
）
へ
の
支
援
に
重
点
を
置
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
・
N
GO
事
業
補
助
金

5.4
億
円
⇒

7.6
億
円
（
 
40
.7％
増
）

　
・
草
の
根
無
償

15
億
円
⇒

30
億
円
（
 1
00
.0％
増
）

　
・
緊
急
無
償

53
億
円
⇒

64
億
円
（
 
20
.8％
増
）

　
　
う
ち
民
主
化
支
援
分

―
⇒

3
億
円
（
新
規
）

478　　Ⅲ　予算
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6
．
農
業

⑴
　
農
業
関
係
予
算
の
合
理
化
・
重
点
化

　
農
業
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農

業
合
意
関
連
対
策
を
含
め
、
中
長
期
的
方
向
を
見
据
え
、
経
営

感
覚
に
優
れ
た
効
率
的
・
安
定
的
経
営
体
を
育
成
し
、
こ
う
し

た
経
営
体
が
生
産
の
大
宗
を
担
う
農
業
構
造
が
実
現
さ
れ
る
よ

う
に
新
た
な
観
点
に
立
っ
て
施
策
の
重
点
化
を
図
る
必
要
。
こ

の
た
め
、
財
政
資
金
の
一
層
の
効
率
的
、
重
点
的
配
分
に
努
め

て
い
く
べ
き
。

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

○
　
農
林
水
産
関
係
予
算
総
額

34
,18
8億
円

→
35
,40
0億
円

（
 3
.5％
増
）

公
共
事
業
関
係
費

18
,55
9億
円

→
19
,05
0億
円

（
 2
.6％
増
）

食
糧
管
理
費

2,7
43
億
円

→
2,7
23
億
円

（
 0
.7％
減
）

一
般
農
政
費

12
,88
6億
円

→
13
,62
7億
円

（
 5
.8％
増
）

（
注
）
N
T
T
償
還
時
補
助
は
除
い
て
い
る
。

○
　
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
合
意
関
連
対
策

　
・
 　
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
合
意
関
連
対
策
に
つ
い
て
は
、
6
年
間
の
新
し
い
事
業
と
し
て
、
6
兆
10
0億
円
の
事
業
を
講
ず
る

こ
と
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
。

　
　
 　
7
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
同
対
策
と
し
て
事
業
費
約
3,9
00
億
円
（
国
費
1,0
71
億
円
）
を
計
上
。
6
年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て
、

事
業
費
1
兆
1,4
00
億
円
（
国
費
5,5
45
億
円
）
を
確
保
。

　
　（
こ
れ
は
、
同
対
策
の
6
年
間
事
業
費
6
兆
10
0億
円
の
1
／
6
を
上
回
る
も
の
。）

　
・
 　
事
業
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
「
新
政
策
」
に
即
し
て
、
我
が
国
農
業
の
将
来
展
望
を
切
り
拓
き
、
効
率
的
・
安
定
的
経
営

体
が
生
産
の
大
宗
を
担
う
力
強
い
農
業
構
造
を
実
現
す
る
た
め
、
高
生
産
性
農
業
生
産
基
盤
の
整
備
、
地
域
の
農
業
生
産
の
高
度
化
等

の
た
め
の
諸
施
設
の
整
備
、
農
地
流
動
化
・
利
用
集
積
の
推
進
等
に
重
点
。

○
　
農
業
農
村
整
備
事
業

　
・
 　
事
業
の
思
い
切
っ
た
重
点
化
等
に
よ
り
、
効
率
的
・
安
定
的
な
経
営
体
の
育
成
等
を
通
じ
た
国
内
農
業
の
体
質
強
化
を
図
る
と
と
も

に
、
農
村
地
域
の
生
活
環
境
整
備
の
促
進
を
図
る
。

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

農
業
農
村
整
備
事
業

11
,68
2億
円
→

11
,96
6億
円

（
 2
.4％
増
）

うち
 担
い
手
育
成
ほ
場
整
備
事
業

57
2億
円
→

63
8億
円

（
 11
.6％
増
）

一
般

ほ
場

整
備

事
業

64
1億
円
→

56
8億
円

（
 11
.5％
減
）

担
い
手
育
成
畑
地
帯
総
合
整
備
事
業

67
億
円
→

78
億
円

（
 16
.9％
増
）

一
般
畑
地
帯
総
合
整
備
事
業

31
9億
円
→

28
9億
円

（
 9
.5％
減
）

農
業

集
落

排
水

事
業

1,1
66
億
円
→

1,2
72
億
円

（
 9
.0％
増
）

中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業

34
3億
円
→

41
1億
円

（
 19
.9％
増
）

○
　
補
助
事
業
の
重
点
化
等

　
・
　
山
村
振
興
等
農
林
漁
業
特
別
対
策
事
業
費
補
助
金

　
　
 　
山
村
振
興
農
林
漁
業
対
策
事
業
費
補
助
金
と
農
村
地
域
定
住
促
進
対
策
事
業
費
補
助
金
を
統
合
す
る
と
と
も
に
、
農
林
漁
家
活
性
化

支
援
セ
ン
タ
ー
に
対
す
る
補
助
を
廃
止
（
14
億
円
減
）

　
・
　
農
業
構
造
改
善
事
業
費
補
助
金
等

　
　
　
施
設
、
機
械
等
の
一
部
を
補
助
対
象
か
ら
除
外
し
、
融
資
化
（
4
億
円
減
）
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度
予
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け
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⑵
　
食
糧
管
理
制
度
の
改
革

　
 　
今
後
、
新
制
度
の
下
に
お
い
て
、
政
府
の
役
割
を
明
確
に

し
つ
つ
、
市
場
原
理
を
通
じ
た
需
給
調
整
機
能
が
十
分
発
揮

さ
れ
る
よ
う
適
切
な
運
用
に
努
め
て
い
く
必
要
。
ま
た
、
主

要
食
糧
の
需
給
及
び
価
格
の
安
定
に
係
る
財
政
負
担
に
つ
い

て
は
、
以
下
の
よ
う
な
観
点
か
ら
引
き
続
き
一
層
の
効
率
化

を
図
っ
て
い
く
必
要
。

　
①
　
米
麦
価

　
　
 　
需
給
の
動
向
等
を
踏
ま
え
、
内
外
価
格
差
の
縮
小
を
図

る
と
と
も
に
、
政
府
管
理
経
費
の
縮
減
と
あ
わ
せ
て
、
コ

ス
ト
逆
ざ
や
の
縮
小
を
更
に
進
め
て
い
く
必
要
。

　
　
 　
特
に
、
政
府
買
入
価
格
に
関
し
て
は
、
米
の
需
給
の
動

向
等
が
適
確
に
反
映
さ
れ
た
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
生

産
性
の
高
い
稲
作
の
担
い
手
層
に
焦
点
を
置
き
、
稲
作
の

生
産
性
の
向
上
と
コ
ス
ト
低
減
を
反
映
し
て
い
く
べ
き
。

○
　
食
糧
管
理
費

　
①
　
食
糧
管
理
特
別
会
計
へ
繰
入

　
　
 　
食
管
調
整
勘
定
繰
入
に
つ
い
て
は
、
米
麦
に
関
す
る
適
切
な
需
給
管
理
が
行
わ
れ
る
よ
う
措
置
す
る
と
と
も
に
、
政
府
管
理
経
費
の

見
直
し
等
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
で
き
る
限
り
の
節
減
を
図
る
。

　
　
　
な
お
、
平
成
7
年
2
月
か
ら
麦
の
政
府
売
渡
価
格
を
平
均
5.5
％
引
き
下
げ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

調
整
勘
定
繰
入

1,9
00
億
円
→

1,8
30
億
円
（
 3
.7％
減
）

　
②
　
生
産
調
整
助
成
金
等

　
　
 　
新
制
度
に
お
け
る
生
産
調
整
に
つ
い
て
は
、
奨
励
金
依

存
か
ら
の
脱
却
の
要
請
を
踏
ま
え
つ
つ
、
適
切
に
全
体
需

給
の
調
整
が
図
ら
れ
る
よ
う
な
仕
組
み
と
す
る
必
要
。

　
　
 　
そ
の
他
の
助
成
措
置
等
に
つ
い
て
は
、
現
行
制
度
に
お

い
て
自
主
流
通
米
に
係
る
助
成
が
食
管
赤
字
の
大
き
な
部

分
を
占
め
て
い
る
こ
と
等
を
勘
案
し
、
全
体
と
し
て
財
政

負
担
の
圧
縮
が
図
ら
れ
る
方
向
で
検
討
す
る
必
要
。

　
③
　
組
織
・
定
員
の
合
理
化

　
　
 　
新
制
度
の
下
に
お
け
る
食
糧
事
務
所
等
の
業
務
の
在
り

方
に
つ
い
て
見
直
し
を
行
い
、
組
織
・
定
員
の
合
理
化
、

縮
減
を
図
る
必
要
。
特
に
、
検
査
業
務
に
つ
い
て
は
、
今

回
の
制
度
改
革
の
趣
旨
・
背
景
を
踏
ま
え
、
抜
本
的
な
見

直
し
を
検
討
す
る
必
要
。

　
②
　
水
田
営
農
活
性
化
対
策
費

　
　
 　
6
年
産
米
の
豊
作
に
よ
る
米
需
給
の
緩
和
状
況
に
か
ん
が
み
、
平
成
7
年
度
に
お
け
る
水
田
営
農
活
性
化
対
策
（
5
年
度
～
7
年

度
）
に
つ
い
て
は
、
転
作
等
目
標
面
積
60
0千
ヘ
ク
タ
ー
ル
で
実
施
す
る
こ
と
に
加
え
、
追
加
的
に
80
千
ヘ
ク
タ
ー
ル
の
転
作
等
を
特

別
に
実
施
す
る
。

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

水
田
営
農
活
性
化
対
策
費

84
3億
円
→

89
3億
円
（
 5
.9％
増
）

　（
注
 ）
食
糧
管
理
費
2,7
23
億
円
は
、
ピ
ー
ク
時
（
56
’：
9,9
48
億
円
）
の
3
割
弱
。
ま
た
、
食
管
特
会
調
整
勘
定
繰
入
1,8
30
億
円
は
、
ピ
ー

ク
時
（
51
’：
7,6
90
億
円
）
の
4
分
の
1
弱
。

　
③
　
食
糧
管
理
制
度
の
改
革

　
　
 　
今
回
、
食
糧
管
理
法
を
廃
止
し
、
新
た
な
法
律
の
整
備
に
よ
り
、
民
間
流
通
を
基
本
と
し
、
規
制
緩
和
を
通
じ
た
流
通
の
合
理
化
を

図
る
な
ど
、
抜
本
的
な
改
革
が
行
わ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
今
回
の
改
革
に
関
連
し
て
、
食
糧
事
務
所
等
の
組
織
・
定
員
に
つ
い
て
、

業
務
等
の
在
り
方
の
見
直
し
を
行
う
な
ど
に
よ
り
、
縮
減
・
合
理
化
を
図
る
。

〔
6
年
度
〕

〔
7
年
度
〕

食
糧
事
務
所
数

47
　

→
45
　
（
　
 2
減
）

同
　
支
所
数

36
1　

→
33
8　

（
　
23
減
）

定
　
　
　
　
員

10
,99
3人

→
10
,55
4人

（
 4
39
人
減
）

　（
注
 ）
今
後
5
年
間
（
7
’～
11
’）
で
食
糧
事
務
所
を
約
4
分
の
1
減
（
11
減
）、
支
所
を
約
4
割
減
（
16
0減
）
の
予
定
。
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平成 7年度　　481
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

7
．
運
輸

⑴
　
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事
業
団
債
務
の
処
理

◯
 　
最
終
的
に
国
に
お
い
て
処
理
す
べ
き
債
務
が
巨
額
に
上
る

と
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
本
問
題
の
重
要
性
に
つ
き

広
く
国
民
の
理
解
を
求
め
つ
つ
、
7
年
度
に
お
い
て
も
土
地

売
却
収
入
の
確
保
及
び
JR
株
式
の
売
却
に
最
大
限
努
力
す

る
な
ど
資
産
処
分
を
進
め
、
国
鉄
清
算
事
業
団
の
長
期
債
務

の
償
還
促
進
に
努
め
る
べ
き
。

○
 　
平
成
7
年
度
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ま
で
採
ら
れ
て
き
た
種
々
の
土
地
売
却
促
進
策
を
活
用
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
土
地
売
却
収
入
を
確

保
す
る
と
共
に
JR
株
式
の
早
期
売
却
に
最
大
限
努
力
す
る
な
ど
資
産
処
分
を
進
め
、
長
期
債
務
の
償
還
促
進
に
努
め
る
。

（
参
考
）
国
鉄
清
算
事
業
団
の
長
期
債
務
の
見
込
み

平
成
6
年
度
首

平
成
7
年
度
首

平
成
8
年
度
首

26
.0兆
円
　

26
.4兆
円

〔
共
済
特
別
負
担
約
0.2
兆
円
〕　

26
.4兆
円

（
平
成
6
年
度
）

発
生
金
利
等

資
産
処
分
収
入
に
よ
る
債
務
減

・
土
地
処
分
収
入

・
JR
株
式
売
却
収
入

・
鉄
道
整
備
基
金
収
入

・
補
助
金

・
そ
の
他
収
入

（
見
込
み
）

1.5
兆
円

△
1.2
兆
円

（
10
,30
0億
円
）

（
0億
円
）

（
1,0
60
億
円
）

（
76
2億
円
）

（
35
9億
円
）

（
平
成
7
年
度
）

発
生
金
利
等

資
産
処
分
収
入
に
よ
る
債
務
減

・
土
地
処
分
収
入

・
JR
株
式
売
却
収
入

・
鉄
道
整
備
基
金
収
入

・
補
助
金

・
そ
の
他
収
入

（
見
込
み
）

1.4
兆
円

△
1.5
兆
円

（
10
,20
0億
円
）

（
3,0
78
億
円
）

（
1,0
07
億
円
）

（
63
5億
円
）

（
31
0億
円
）



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
　
整
備
新
幹
線
問
題

◯
 　
3
線
5
区
間
以
外
の
区
間
の
新
た
な
着
工
や
規
格
の
変
更

に
つ
い
て
は
以
下
の
よ
う
な
極
め
て
大
き
な
問
題
が
あ
る
。

　
①
 　
新
幹
線
建
設
の
た
め
確
保
さ
れ
て
い
る
財
源
は
3
線
5

区
間
で
手
一
杯
で
あ
り
、
追
加
的
に
必
要
な
膨
大
な
財
源

確
保
の
目
処
は
全
く
立
っ
て
い
な
い
。
ま
た
、
整
備
新
幹

線
の
収
支
採
算
性
は
極
め
て
乏
し
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ

る
が
、
他
方
、
現
在
の
公
的
助
成
比
率
（
50
％
）
を
超
え

て
助
成
を
行
う
こ
と
は
、
整
備
新
幹
線
が
私
企
業
で
あ
る

JR
の
事
業
用
施
設
で
あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
国
鉄
改

革
の
趣
旨
・
行
財
政
改
革
の
趣
旨
に
も
反
す
る
。

　
②
 　
清
算
事
業
団
債
務
の
う
ち
最
終
的
に
国
が
処
理
す
べ
き

債
務
が
膨
大
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
中
、
更
に
巨
額
の
負

担
を
後
世
に
残
す
こ
と
に
つ
き
、
国
民
の
理
解
を
得
が
た

い
。

　
③
 　
JR
を
第
二
の
国
鉄
と
し
な
い
た
め
に
並
行
在
来
線
の

経
営
分
離
が
必
要
だ
が
、
3
線
5
区
間
以
外
で
経
営
分
離

の
見
通
し
は
全
く
立
っ
て
い
な
い
。

　
④
 　
鉄
道
政
策
の
あ
り
方
と
し
て
、
新
幹
線
の
み
に
重
点
を

置
く
の
で
は
な
く
、
都
市
鉄
道
の
整
備
に
対
し
て
も
、
バ

ラ
ン
ス
の
と
れ
た
形
で
限
ら
れ
た
予
算
を
配
分
す
べ
き
。

　
 　
財
源
、
収
支
採
算
性
、
並
行
在
来
線
の
問
題
等
の
解
決
が

な
さ
れ
な
い
ま
ま
3
線
5
区
間
以
外
の
区
間
の
着
工
や
規
格

の
変
更
は
適
当
で
は
な
く
、
現
時
点
に
お
い
て
は
、
基
本
的

に
3
線
5
区
間
に
限
定
し
て
建
設
を
着
実
に
進
め
て
い
く
べ

き
。

○
　
既
に
着
工
し
て
い
る
3
線
5
区
間
に
限
定
し
て
建
設
を
着
実
に
推
進
。

○
 　
3
線
5
区
間
の
中
で
、
東
北
新
幹
線
八
戸
・
青
森
間
の
暫
定
整
備
計
画
を
取
下
げ
る
こ
と
と
し
、
盛
岡
・
八
戸
間
を
フ
ル
規
格
に
変
更

（
従
来
工
事
費
の
内
枠
）。

○
 　
3
線
5
区
間
以
外
の
区
間
（
3
線
5
区
間
の
規
格
の
変
更
を
含
む
。）
に
つ
い
て
は
、
新
し
い
基
本
ス
キ
ー
ム
を
引
き
続
き
検
討
し
、

平
成
8
年
中
に
そ
の
成
案
を
得
る
。
そ
の
際
、
国
及
び
地
域
の
財
政
事
情
、
JR
の
健
全
な
経
営
の
確
保
等
に
配
慮
す
る
。
ま
た
、
収
支

採
算
性
の
見
通
し
、
JR
の
同
意
、
並
行
在
来
線
の
経
営
分
離
に
つ
い
て
の
沿
線
地
方
公
共
団
体
の
同
意
、
用
地
確
保
の
見
通
し
等
所
要

の
要
件
が
整
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
　
未
着
工
区
間
の
中
で
も
特
に
そ
の
整
備
の
緊
急
性
の
高
い
駅
部
整
備
（
富
山
駅
及
び
熊
本
駅
）
に
着
手
す
る
。

○
 　
難
工
事
が
予
想
さ
れ
る
八
甲
田
ト
ン
ネ
ル
、
飯
山
ト
ン
ネ
ル
、
第
二
筑
紫
ト
ン
ネ
ル
に
つ
い
て
、
従
来
か
ら
の
調
査
費
を
用
い
て
試
掘

調
査
に
着
手
。

〔
参
考
〕

6
年
度
事
業
費

7
年
度
事
業
費

整 備 新 幹 線 建 設 事 業 費

〔
新
幹
線
建
設
事
業
費
〕

1,8
29
億
円

2,2
76
.0億
円

北
陸
新
幹
線
（
高
崎
・
長
野
）

1,5
01
億
円

2,0
00
.0億
円

東
北
新
幹
線
（
盛
岡
・
八
戸
）

88
億
円

10
2.0
億
円

九
州
新
幹
線
（
八
代
・
西
鹿
児
島
）

79
億
円

91
.6億
円

北
陸
新
幹
線
（
石
動
・
金
沢
）

50
億
円

58
.0億
円

北
陸
新
幹
線
（
糸
魚
川
・
魚
津
）

21
億
円

24
.4億
円

整
備
新
幹
線
駅
整
備
調
整
事
業
費

0億
円

10
　億
円

整
備
新
幹
線
建
設
準
備
事
業
費

30
億
円

30
　億
円
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平成 7年度　　483
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

8
．
地
方
財
政
・
補
助
金
等

◯
 　
地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
の

「
国
と
地
方
の
関
係
等
に
関
す
る
答
申
」
等
を
踏
ま
え
、
国

と
同
様
に
歳
出
規
模
の
拡
大
を
厳
し
く
抑
制
し
て
い
く
こ
と

が
必
要
。

○
 　
7
年
度
に
お
い
て
は
、
地
方
投
資
単
独
事
業
に
つ
い
て
「
公
共
投
資
基
本
計
画
」
等
の
考
え
方
に
沿
っ
た
社
会
資
本
整
備
の
着
実
な
推

進
に
配
慮
し
つ
つ
、
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
答
申
等
の
趣
旨
に
従
い
、
国
と
同
様
、
極
力
、
経
費
の
節
減
合
理
化
に
努
め
る
こ
と
と

し
て
い
る
。

　【
歳
出
】

　
　
・
歳
出
総
額

　
　
　
　
　
約
82
兆
5,1
00
億
円
程
度
 

対
前
年
度
2.0
％
の
増

　
　
　
　
　〔
N
T
T
繰
上
償
還
を
除
い
た
ベ
ー
ス
　
　
　
対
前
年
度
4.3
％
の
増
〕

　
　
・
地
方
投
資
単
独
事
業
 

対
前
年
度
5.0
％
の
増

◯
 　
平
成
7
年
度
の
地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
極
め

て
厳
し
い
状
況
に
な
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
一
方
、
国
の

財
政
事
情
も
誠
に
深
刻
な
状
況
に
立
ち
至
っ
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。
従
っ
て
、
7
年
度
の
地
方
財
政
対
策
の
具
体
的
方

策
に
つ
い
て
は
、
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
適
切
に
対

処
す
る
こ
と
が
必
要
。

1
．
7
年
度
の
地
方
財
政
は
、

　
⑴
 　
所
得
税
の
減
税
に
よ
り
地
方
交
付
税
が
1
兆
2,4
29
億
円
、
住
民
税
の
減
税
に
よ
り
住
民
税
が
1
兆
4,4
96
億
円
、
そ
れ
ぞ
れ
減
少
。

　
⑵
　
減
税
の
影
響
を
除
く
通
常
収
支
で
み
て
も
4
兆
2,5
72
億
円
の
財
源
不
足
。

2
 ．
7
年
度
の
地
方
財
政
対
策
で
は
、
こ
の
よ
う
な
極
め
て
厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
を
踏
ま
え
、
地
方
財
政
の
円
滑
な
運
営
に
支
障
が
生

ず
る
こ
と
の
な
い
よ
う
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
⑴
　
減
税
の
影
響
分
に
つ
い
て
は
、
次
の
措
置
に
よ
り
全
額
を
補
て
ん
。

　
　
①
　
地
方
交
付
税
の
減
少
に
つ
い
て
は
、
交
付
税
特
会
借
入
金
に
よ
り
全
額
補
て
ん
。

　
　
②
　
住
民
税
の
減
少
に
つ
い
て
は
、
減
税
補
て
ん
債
の
発
行
に
よ
り
全
額
補
て
ん
。

　
⑵
　
通
常
収
支
の
財
源
不
足
額
に
つ
い
て
は
、
次
の
措
置
に
よ
り
全
額
を
補
て
ん
。

　
　
①
　
地
方
交
付
税
の
増
額
措
置
（
2
兆
6,9
72
億
円
）

　
　
　
・
一
般
会
計
加
算
（
1,8
10
億
円
）

　
　
　
・
特
会
借
入
金
の
償
還
計
画
の
変
更
（
4,1
92
億
円
）

　
　
　
・
新
規
の
特
会
借
入
金
（
2
兆
97
0億
円
）

　
　
②
　
建
設
地
方
債
（
財
源
対
策
債
）
の
増
発
（
1
兆
5,6
00
億
円
）

3
．
こ
の
結
果
、
特
会
出
口
ベ
ー
ス
の
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
16
兆
1,5
29
億
円
と
な
る
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

【
参
考
】
7
年
度
の
地
方
交
付
税
交
付
金 （
7
年
度
）
　

（
6
年
度
）
　

法
定

率
分

13
兆
6,1
41
億
円

13
兆
6,1
83
億
円

前
年
度
精
算
額

▲
 

5,7
97
億
円

▲
 1
兆
36
5億
円

法
定
加

算
分

1,8
10
億
円

1,7
60
億
円

一
般
会
計
ベ
ー
ス

13
兆
2,1
54
億
円（
＋
3.6
％
）

12
兆
7,5
78
億
円

特
会
借
入
金
等
利
子
等

▲
 

4,0
24
億
円

▲
 

2,1
37
億
円

特
会
剰
余
金
の
活
用

―
40
0億
円

特
会
借
入

金
3
兆
3,3
99
億
円

2
兆
9,1
79
億
円

特
会
出
口
ベ
ー
ス

16
兆
1,5
29
億
円（
＋
4.2
％
）

15
兆
5,0
20
億
円

（
注
）
上
記
の
計
数
は
、
精
査
の
結
果
、
異
動
す
る
こ
と
が
あ
る
。
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平成 7年度　　485
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

◯
 　
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
地
方
行
政
の
自
主
性
の
尊
重
、

財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
、
不
断
の
見
直
し
が

必
要
。

◯
 　
既
存
の
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
答
申
等
で
示
さ

れ
た
視
点
に
基
づ
き
、
一
層
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
、
廃

止
、
一
般
財
源
化
、
補
助
対
象
の
重
点
化
等
の
整
理
合
理
化

を
推
進
す
る
と
が
必
要
。
特
に
、
零
細
な
補
助
金
に
つ
い
て

は
、
零
細
補
助
基
準
を
適
切
な
水
準
ま
で
引
き
上
げ
る
こ
と

に
よ
り
廃
止
、
統
合
等
を
進
め
て
い
く
べ
き
。
補
助
金
等
の

新
設
に
つ
い
て
は
極
力
抑
制
す
る
と
と
も
に
、
真
に
や
む
を

得
な
い
場
合
に
も
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
原
則

の
徹
底
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

⑴
　
一
般
財
源
化

　
○
　
在
宅
福
祉
事
業
費
補
助
金
の
う
ち
都
道
府
県
高
齢
者
サ
ー
ビ
ス
総
合
調
整
推
進
費
等
（
▲
6
億
円
）

　
○
　
児
童
保
護
指
導
監
査
委
託
費
の
う
ち
職
員
設
置
費
（
▲
6
億
円
）

　
○
　
児
童
手
当
監
査
事
務
委
託
費
の
う
ち
職
員
設
置
費
（
▲
1
億
円
）

　
○
　
小
規
模
事
業
指
導
費
補
助
金
の
う
ち
商
工
会
・
商
工
会
議
所
の
経
営
指
導
員
等
の
人
件
費
等
（
▲
16
7億
円
）

　
○
　
バ
ス
運
行
対
策
費
補
助
金
の
う
ち
廃
止
路
線
代
替
バ
ス
車
両
購
入
費
等
補
助
金
（
▲
15
億
円
）

　
○
　
学
校
給
食
設
備
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
改
善
分
及
び
更
新
分
（
▲
1
億
円
）

　
○
 　
学
校
教
育
設
備
整
備
費
等
補
助
金
の
う
ち
教
育
近
代
化
設
備
整
備
費
（
LL
教
育
の
設
備
整
備
費
補
助
）
の
中
学
校
分
 

 
（
▲
1
億
円
）

　 【
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
施
設
の
自
主
的
な
整
備
】

　
○
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
公
立
高
等
学
校
大
規
模
改
造
事
業
（
▲
8
億
円
）

　
○
　
公
立
社
会
教
育
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
公
立
視
聴
覚
セ
ン
タ
ー
等
（
▲
5
億
円
）

　
○
　
社
会
体
育
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
体
育
館
等
に
係
る
特
別
体
育
施
設
（
▲
3
億
円
）

⑵
　
補
助
制
度
の
見
直
し
等

　
○（
結
核
医
療
費
）　
結
核
医
療
費
補
助
金
・
負
担
金
（
▲
12
6億
円
）

　
　（
精
神
保
健
費
）　
措
置
入
院
費
負
担
金
、
精
神
保
健
対
策
費
等
補
助
金
（
▲
14
6億
円
）

精
神
医
療
及
び
結
核
医
療
の
医
療
費
の
公
費
負
担
制
度
に
つ
い
て
、
医
療
保
険
の
基
盤
の
上
に
公
費
に
よ
る
負
担
を
組
み
合
わ

せ
た
仕
組
み
に
改
め
る
（
公
費
負
担
医
療
制
度
の
保
険
優
先
化
）。

　
○
　
義
務
教
育
国
庫
負
担
金
等
（
▲
42
億
円
）

　
　〔
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員
の
給
与
費
等
に
対
す
る
国
庫
負
担
限
度
基
準
の
引
下
げ
（
1.0
25
　
→
　
1.0
2）
〕

　
○
　
農
業
構
造
改
善
事
業
費
補
助
金
等
（
▲
4
億
円
）

　
　〔
施
設
、
機
械
等
の
一
部
を
補
助
対
象
か
ら
除
外
し
、
融
資
化
〕



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
7
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑶
　
補
助
対
象
の
重
点
化
等

〔
補
助
対
象
範
囲
の
見
直
し
〕

　
○
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
公
立
高
等
学
校
危
険
建
物
改
築
等
事
業

定
時
制
通
信
制
教
育
モ
デ
ル
校
の
指
定
を
受
け
た
高
等
学
校
の
新
増
築
事
業
、
高
校
へ
き
地
生
徒
寄
宿
舎
の
新
増
築
事
業
に
対

す
る
補
助
の
廃
止
（
▲
11
億
円
）

　
○
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
大
規
模
改
造
事
業

　
　〔
補
助
対
象
を
4,0
00
万
円
以
上
か
ら
5,0
00
万
円
以
上
の
事
業
に
限
定
（
▲
3
億
円
）〕

　
○
　
農
村
総
合
整
備
事
業
費
補
助

　
　〔
農
村
公
園
緑
地
整
備
の
う
ち
遊
戯
施
設
等
分
を
補
助
対
象
か
ら
除
外
（
▲
6
億
円
）〕

　
○
　
山
村
振
興
等
農
林
漁
業
特
別
対
策
事
業
費
補
助
金

　
　〔
農
林
漁
家
活
性
化
支
援
セ
ン
タ
ー
に
対
す
る
補
助
を
廃
止
（
▲
14
億
円
）〕

　〔
採
択
基
準
の
引
上
げ
〕

（
例
）　
 ○
　
街
路
事
業
の
う
ち
連
続
立
体
交
差
事
業
 

 
○
　
空
港
整
備
事
業
（
一
般
空
港
補
助
事
業
）

4
億
4,0
00
万
円
以
上

5,0
00
万
円
以
上

⇒ ⇒
10
億
円
以
上

1
億
円
以
上

⑷
　
零
細
補
助
基
準
の
引
上
げ

　（
最
終
補
助
事
業
者
に
お
け
る
1
件
当
た
り
交
付
額
）

〔
平
成
6
年
度
〕

〔
平
成
7
年
度
〕

〔
平
成
8
年
度
〕

都
道
府
県
等
 　
　
　
　
　

3,0
00
万
円
未
満
⇒

3,5
00
万
円
未
満
⇒

5,0
00
万
円
未
満

市
町
村
 　
　
　
　
　
　
　

30
0万
円
未
満
⇒

35
0万
円
未
満
⇒

50
0万
円
未
満

（
出
所
）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
8
回
）　
平
成
7
年
1
月
20
日
配
付
資
料
⑶
（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
6
年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会
編
」

29
7-
31
6ペ
ー
ジ
）。

486　　Ⅲ　予算
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8-142　特別会計の借入金の推移
（単位：億円）

 区　分

会　計

平成 3年度 平成 4年度 平成 5年度 平成 6年度 平成 7年度

短期借
入金

長期借
入金

短期借
入金

長期借
入金

短期借
入金

長期借
入金

短期借
入金

長期借
入金

短期借
入金

長期借
入金

交付税及び譲与税配付金 4,502 6,177 21,281 67,135 107,725

特 定 国 有 財 産 整 備 30 466 670 706 1,250

国 立 学 校 559 759 614 860 760

厚 生 保 険 14,992 14,812 14,792 14,792 14,792

国 立 病 院 470 508 648 780 697

農 業 共 済 再 保 険 1,243 1,476

国 有 林 野 事 業 2,580 2,607 2,880 2,880 2,870

国 営 土 地 改 良 事 業 1,120 1,050 762 706 682

簡 易 保 険 9,080 9,805 8,360 8,438 6,924

空 港 整 備 1,235 1,495 1,468 1,154 1,331

郵 政 事 業 1,557 704 2,423 830 3,948 772 4,228 543 4,214 127

郵 便 貯 金 40,000 47,500 47,500 50,000 50,000

都 市 開 発 資 金 融 通 635 779 1,077 1,116 900

合 　 計 30,132 47,333 33,216 55,994 48,381 56,391 95,836 58,745 135,130 58,617

（注） 1．「短期借入金」は、年度越しの一時借入金である。
　　 2  ．計数は、億円未満四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

（出所 ）大蔵省作成資料　平成 7年 2月。

8-143　ゼロ国債の概要（平成 6年度補正）
（単位：億円）

区　分 事業費 予算額 備　考
治 水 1,089 743 一般会計、治水特会
治 山 162 96 国有林野特会
海 岸 106 57
道 路 3,096 2,225 道路特会
港 湾 386 347 港湾特会
漁 港 195 127
空 港 64 47 空港特会
住 宅 対 策 45 21
市街地整備 29 10
下 水 道 704 360
環 境 衛 生 249 75
都 市 公 園 155 85
農業農村整備 1,057 653 一般会計、国営土地特会
林 道 137 78
沿岸漁場整備 27 14

計 7,500 4,939

（注 ）各計数は四捨五入によっているので、端数において計とは合致しない。
（出所 ）大蔵省作成資料　平成 7年 2月。


